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市議案第１６号  

執行機関の附属機関に関する条例の一部を改正す

る条例の設定について  

 執 行機関の附属機関に関する条例の一部を改正する条例を次

のように設定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出        

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹   

内  繁  樹   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

市長の附属機関として，豊中市住宅マスタープラン検討委員

会を設置するため，提案するものである。  
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豊中市条例第  号 

執行機関の附属機関に関する条例の一部を改正する条例 

 執行機関の附属機関に関する条例（昭和２８年豊中市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（設置） （設置） 

第１条 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に別に定めのあるものを除

くほか，市に執行機関の附属機関として，次の委員会を置く。 

第１条 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に別に定めのあるものを除

くほか，市に執行機関の附属機関として，次の委員会を置く。 

附属機関の

属する執行

機関 

附属機関 担任事務 

市長 （省 略） 

豊中市公民連携

手法による公共

施設整備等事業

者選定委員会 

（省 略） 

 

（省 略） 
 

附属機関の

属する執行

機関 

附属機関 担任事務 

市長 （省 略） 

豊中市公民連携

手法による公共

施設整備等事業

者選定委員会 

（省 略） 

豊中市住宅マス

タープラン検討

委員会 

豊中市住宅マスタープランについての重要事項

の調査審議に関する事務 

（省 略） 
 

附 則 

この条例の施行期日は，市規則で定める。 
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市議案第１７号  

職員定数条例の一部を改正する条例の設定につい

て  

 職 員定数条例の一部を改正する条例を次のように設定するも

のとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出        

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹   

内  繁  樹   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

市長部局，上下水道局及び教育委員会の職員の定数を改正す

るため，提案するものである。  
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豊中市条例第  号 

職員定数条例の一部を改正する条例 

職員定数条例（昭和２７年豊中市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２条 職員の定数は，次の各号に掲げるとおりとする。 第２条 職員の定数は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 市長の補助機関たる職員（上下水道局の職員を除く。） １，７９０

人 

(１) 市長の補助機関たる職員（上下水道局の職員を除く。） １，７９１

人 

(２) 上下水道局の職員 ２５９人 (２) 上下水道局の職員 ２５５人 

(３) 教育委員会の職員（教育機関の職員を含む。） ２５１人 (３) 教育委員会の職員（教育機関の職員を含む。） ２６４人 

(４)～(６) （省 略） (４)～(６) （省 略） 

附 則 

この条例は，令和３年４月１日から施行する。 
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市議案第１８号  

委員等の報酬及び費用弁償条例の一部を改正する  

条例の設定について  

 委 員等の報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例を次の

ように設定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出  

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

学校運営協議会委員の報酬の額を定めるため，提案するもの

である。  
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豊中市条例第  号 

委員等の報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例 

委員等の報酬及び費用弁償条例（昭和３１年豊中市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２条 委員等に対しては，次の区分により報酬を支給する。 第２条 委員等に対しては，次の区分により報酬を支給する。 

(１)～(55) （省 略） (１)～(55) （省 略） 

 (56) 学校運営協議会 

委員 日額 ９，７００円 

(56)～(80) （省 略） (57)～(81) （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

第４条 （省 略） 第４条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 第２条第１項の規定により日額で報酬が定められている者（同項第７９号

及び第８０号に掲げる者に限る。）に対する報酬は翌月２０日までに，その

他の者に対する報酬はそのつど支給する。 

３ 第２条第１項の規定により日額で報酬が定められている者（同項第８０号

及び第８１号に掲げる者に限る。）に対する報酬は翌月２０日までに，その

他の者に対する報酬はそのつど支給する。 

第５条 （省 略） 第５条 （省 略） 

２ 前項の旅費の額及び支給方法については，第２条第１項第１号から第７８

号までに掲げる者については豊中市職員旅費支給条例（昭和２３年豊中市条

例第２７号）中市長に属する事項を，同項第７９号及び第８０号に掲げる者

及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２

２条の２第１項第１号に掲げる職員については常勤の職員と権衡を失わな

いように任命権者が等級を定め，同条例中その等級に属する者に関する事項

を準用する。 

２ 前項の旅費の額及び支給方法については，第２条第１項第１号から第７９

号までに掲げる者については豊中市職員旅費支給条例（昭和２３年豊中市条

例第２７号）中市長に属する事項を，同項第８０号及び第８１号に掲げる者

及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２

２条の２第１項第１号に掲げる職員については常勤の職員と権衡を失わな

いように任命権者が等級を定め，同条例中その等級に属する者に関する事項

を準用する。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

３・４ （省 略） ３・４ （省 略） 

附 則 

 この条例は，令和３年４月１日から施行する。 
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市議案第１９号  

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正す  

る条例の設定について  

 一 般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 を次

のように設定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出  

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

任期付職員等級別基準職務表を改正するため，提案するもの

である。  
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豊中市条例第  号 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

一般職の職員の給与に関する条例（昭和２８年豊中市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表第７ 任期付職員等級別基準職務表 別表第７ 任期付職員等級別基準職務表 

職務の等級 基準となるべき職務 

（省 略） 

７等級 １ 高度な知識，技術又は経験を必要とする看護師の職務 

 

２・３ （省 略） 

８等級 １ 高度な知識，技術又は経験を必要とする社会福祉主事，放課

後こどもクラブ指導員，学校図書館専任職員，小・中学校障害

児介助員及び司書の職務 

２ 相当の知識，技術又は経験を必要とする看護師の職務 

 

３ （省 略） 

９等級 １ 相当の知識，技術又は経験を必要とする社会福祉主事，放課

後こどもクラブ指導員，学校図書館専任職員，小・中学校障害

児介助員及び司書の職務 

２ 知識，技術又は経験を必要とする看護師の職務 

 

３ （省 略） 

１０等級 １ （省 略） 

２ 知識，技術又は経験を必要とする社会福祉主事，放課後こど 

職務の等級 基準となるべき職務 

（省 略） 

７等級 １ 高度な知識，技術又は経験を必要とする看護師及び放課後こ

どもクラブ指導員の職務 

２・３ （省 略） 

８等級 １ 高度な知識，技術又は経験を必要とする社会福祉主事，学校

図書館専任職員，小・中学校障害児介助員及び司書の職務 

 

２ 相当の知識，技術又は経験を必要とする看護師及び放課後こ

どもクラブ指導員の職務 

３ （省 略） 

９等級 １ 相当の知識，技術又は経験を必要とする社会福祉主事，学校

図書館専任職員，小・中学校障害児介助員及び司書の職務 

 

２ 知識，技術又は経験を必要とする看護師及び放課後こどもク

ラブ指導員の職務 

３ （省 略） 

１０等級 １ （省 略） 

２ 知識，技術又は経験を必要とする社会福祉主事，学校図書館 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

もクラブ指導員，学校図書館専任職員，小・中学校障害児介助

員及び司書の職務 

３ 看護師の職務 

１１等級 １ （省 略） 

２ 社会福祉主事，放課後こどもクラブ指導員，学校図書館専任

職員，小・中学校障害児介助員及び司書の職務 

（省 略） 
 

 専任職員，小・中学校障害児介助員及び司書の職務 

 

３ 看護師及び放課後こどもクラブ指導員の職務 

１１等級 １ （省 略） 

２ 社会福祉主事，学校図書館専任職員，小・中学校障害児介助

員及び司書の職務 

（省 略） 
   

   附 則 

 この条例は，令和３年４月１日から施行する。 
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市議案第２０号  

市長，副市長，上下水道事業管理者，病院事業管  

理者及び教育長の給料及び手当の特例に関する条  

例の一部を改正する条例の設定について  

 市 長，副市長，上下水道事業管理者，病院事業管理者及び教

育長の給料及び手当の特例に関する条例の一部を改正する条例

を次のように設定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出  

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

市長，副市長，上下水道事業管理者，病院事業管理者及び教

育長の給料及び手当の減額特例措置の適用期間を延長するため，

提案するものである。  
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豊中市条例第  号 

市長，副市長，上下水道事業管理者，病院事業管理者及び教育長の給料及び手当の特例に関する条例の一部を改正する条例 

市長，副市長，上下水道事業管理者，病院事業管理者及び教育長の給料及び手当の特例に関する条例（令和２年豊中市条例第２６号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

市長，副市長，上下水道事業管理者，病院事業管理者及び教育長の給料月額

は，令和２年５月１日から令和３年４月３０日までの間，市長等の給与に関す

る条例（昭和２８年豊中市条例第７号）別表の規定にかかわらず，同表に定め

る額から，市長にあってはその１００分の２０，副市長，上下水道事業管理者，

病院事業管理者及び教育長にあってはその１００分の１０に相当する額を減

じた額とする。ただし，手当（地域手当及び期末手当を除く。）の額の算出の

基礎となる給料月額は，同表に定める額とする。 

市長，副市長，上下水道事業管理者，病院事業管理者及び教育長の給料月額

は，令和２年５月１日から令和４年４月３０日までの間，市長等の給与に関す

る条例（昭和２８年豊中市条例第７号）別表の規定にかかわらず，同表に定め

る額から，市長にあってはその１００分の２０，副市長，上下水道事業管理者，

病院事業管理者及び教育長にあってはその１００分の１０に相当する額を減

じた額とする。ただし，手当（地域手当及び期末手当を除く。）の額の算出の

基礎となる給料月額は，同表に定める額とする。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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市議案第２１号  

手数料条例及び豊中市建築基準法施行条例の一部

を改正する条例の設定について  

 手 数料条例及び豊中市建築基準法施行条例の一部を改正する

条例を次のように設定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出         

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 建 築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の改正によ

り建築物エネルギー消費性能基準への適合義務の対象に中規模

の非住宅建築物が追加されたことに伴い，建築物エネルギー消

費性能確保計画建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料等

の額を定めるとともに，その他所要の規定を改正するため，提

案するものである。  

14



豊中市条例第  号 

手数料条例及び豊中市建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

（手数料条例の一部改正） 

第１条 手数料条例（平成１２年豊中市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表第２８の２ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４

号）関係 

別表第２８の２ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４

号）関係 

 事務 名称 金額     

１ 第５３条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築

等計画（同項に規定する

低炭素建築物新築等計画

をいう。以下この表にお

いて同じ。）の認定の申

請又は第５５条第１項の

規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の変更の認

定の申請（変更の認定の

申請をしようとする低炭

素建築物新築等計画の評

価方法（低炭素建築物新

築等計画又は認定低炭素

建築物新築等計画（第５

低炭素建

築物新築

等計画認

定申請手

数料 

認定申請１件につき，認定等の申請に係

る次の(１)から(４)までに掲げる建築

物の区分に応じ，当該(１)から(４)まで

に定める額を合算した額 

(１) 非住宅建築物（住宅（人の居住の

用のみに供する建築物（共用部分を含

む。）をいう。以下この表において同

じ。）以外の用途のみに供する建築物

をいう。以下この表において同じ。） 

ア 認定等に係る評価方法が登録住

宅性能評価機関等が技術的基準に

適合すると認めたもの 

床面積の合計が３００平方メー

トル未満のものは１１，０００円，

３００平方メートル以上２，０００

 事務 名称 金額     

１ 第５３条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築

等計画（同項に規定する

低炭素建築物新築等計画

をいう。以下この表にお

いて同じ。）の認定の申

請又は第５５条第１項の

規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の変更の認

定の申請（変更の認定の

申請をしようとする低炭

素建築物新築等計画の評

価方法（低炭素建築物新

築等計画又は認定低炭素

建築物新築等計画（第５

低炭素建

築物新築

等計画認

定申請手

数料 

認定申請１件につき，認定等の申請に係

る次の(１)から(４)までに掲げる建築

物の区分に応じ，当該(１)から(４)まで

に定める額を合算した額 

(１) 非住宅建築物（住宅（人の居住の

用のみに供する建築物（共用部分を含

む。）をいう。以下この表において同

じ。）以外の用途のみに供する建築物

をいう。以下この表において同じ。） 

ア 認定等に係る評価方法が登録住

宅性能評価機関等が技術的基準に

適合すると認めたもの 

床面積の合計が３００平方メー

トル未満のものは１１，０００円，

３００平方メートル以上１，０００
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

６条に規定する認定低炭

素建築物新築等計画をい

う。以下この表において

同じ。）が第５４条第１

項各号に掲げる基準（以

下この表において「技術

的基準」という。）に適

合するかどうかの評価の

方法をいう。以下この表

において同じ。）が当該

低炭素建築物新築等計画

の直近の第５３条第１項

の認定若しくは第５５条

第１項の変更の認定（以

下この表において「認定

等」という。）に係る評

価方法と同一でない場合

又は認定等に係る建築物

の部分の床面積の合計の

増加を含む場合に係るも

のに限る。）に対する審

査 

平方メートル未満のものは３０，７

００円，２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未満のも

のは９１，６００円，５，０００平

方メートル以上１０，０００平方メ

ートル未満のものは１４４，９００

円，１０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満のも

のは１８２，９００円，２５，００

０平方メートル以上５０，０００平

方メートル未満のものは２２８，６

００円，５０，０００平方メートル

以上のものは３１９，９００円 

 

 

 

イ 認定等に係る評価方法がその他

のもの 

モデル建物法による場合にあっ

ては床面積の合計が３００平方メ

ートル未満のものは１０１，５００

円，３００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のものは１

６８，５００円，２，０００平方メ

６条に規定する認定低炭

素建築物新築等計画をい

う。以下この表において

同じ。）が第５４条第１

項各号に掲げる基準（以

下この表において「技術

的基準」という。）に適

合するかどうかの評価の

方法をいう。以下この表

において同じ。）が当該

低炭素建築物新築等計画

の直近の第５３条第１項

の認定若しくは第５５条

第１項の変更の認定（以

下この表において「認定

等」という。）に係る評

価方法と同一でない場合

又は認定等に係る建築物

の部分の床面積の合計の

増加を含む場合に係るも

のに限る。）に対する審

査 

平方メートル未満のものは１９，０

００円，１，０００平方メートル以

上２，０００平方メートル未満のも

のは３０，７００円，２，０００平

方メートル以上５，０００平方メー

トル未満のものは９１，６００円，

５，０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のものは

１４４，９００円，１０，０００平

方メートル以上２５，０００平方メ

ートル未満のものは１８２，９００

円，２５，０００平方メートル以上

５０，０００平方メートル未満のも

のは２２８，６００円，５０，００

０平方メートル以上のものは３１

９，９００円 

イ 認定等に係る評価方法がその他

のもの 

モデル建物法による場合にあっ

ては床面積の合計が３００平方メ

ートル未満のものは１０１，５００

円，３００平方メートル以上１，０

００平方メートル未満のものは１

２８，６００円，１，０００平方メ
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

ートル以上５，０００平方メートル

未満のものは２７１，２００円，５，

０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満のものは３５

３，４００円，１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは４２４，２００円，

２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの

は４９７，３００円，５０，０００

平方メートル以上のものは６４３，

４００円，その他の場合にあっては

床面積の合計が３００平方メート

ル未満のものは２６１，３００円，

３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のものは４２１，

２００円，２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未満の

ものは６００，０００円，５，００

０平方メートル以上１０，０００平

方メートル未満のものは７３８，５

００円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル未満

のものは８７２，４００円，２５，

ートル以上２，０００平方メートル

未満のものは１６８，５００円，２，

０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満のものは２７１，

２００円，５，０００平方メートル

以上１０，０００平方メートル未満

のものは３５３，４００円，１０，

０００平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満のものは４２

４，２００円，２５，０００平方メ

ートル以上５０，０００平方メート

ル未満のものは４９７，３００円，

５０，０００平方メートル以上のも

のは６４３，４００円，その他の場

合にあっては床面積の合計が３０

０平方メートル未満のものは２６

１，３００円，３００平方メートル

以上１，０００平方メートル未満の

ものは３２６，８００円，１，００

０平方メートル以上２，０００平方

メートル未満のものは４２１，２０

０円，２，０００平方メートル以上

５，０００平方メートル未満のもの

は６００，０００円，５，０００平
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

０００平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは９９

４，９００円，５０，０００平方メ

ートル以上のものは１，２４０，０

００円 

 

 

 

 

(２)～(４) （省 略）     

（省 略）     

３ 第５５条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築

等計画の変更の認定の申

請（変更の認定の申請を

しようとする低炭素建築

物新築等計画の建築物の

評価方法が当該低炭素建

築物新築等計画の直近の

認定等に係る評価方法と

同一でない場合又は認定

等に係る建築物の部分の

床面積の合計の増加を含

む場合に係るものを除

低炭素建

築物新築

等計画変

更認定申

請手数料 

変更認定申請１件につき，変更の認定の

申請に係る次の(１)から(４)までに掲

げる建築物の区分に応じ，当該(１)から

(４)までに定める額を合算した額 

(１) 非住宅建築物 

ア 変更の認定に係る評価方法が登

録住宅性能評価機関等が技術的基

準に適合すると認めたもの 

変更の認定の申請に係る建築物

の部分の床面積の合計が３００平

方メートル未満のものは６，１００

円，３００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のものは１

方メートル以上１０，０００平方メ

ートル未満のものは７３８，５００

円，１０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満のも

のは８７２，４００円，２５，００

０平方メートル以上５０，０００平

方メートル未満のものは９９４，９

００円，５０，０００平方メートル

以上のものは１，２４０，０００円 

(２)～(４) （省 略）     

（省 略）     

３ 第５５条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築

等計画の変更の認定の申

請（変更の認定の申請を

しようとする低炭素建築

物新築等計画の建築物の

評価方法が当該低炭素建

築物新築等計画の直近の

認定等に係る評価方法と

同一でない場合又は認定

等に係る建築物の部分の

床面積の合計の増加を含

む場合に係るものを除

低炭素建

築物新築

等計画変

更認定申

請手数料 

変更認定申請１件につき，変更の認定の

申請に係る次の(１)から(４)までに掲

げる建築物の区分に応じ，当該(１)から

(４)までに定める額を合算した額 

(１) 非住宅建築物 

ア 変更の認定に係る評価方法が登

録住宅性能評価機関等が技術的基

準に適合すると認めたもの 

変更の認定の申請に係る建築物

の部分の床面積の合計が３００平

方メートル未満のものは６，１００

円，３００平方メートル以上１，０

００平方メートル未満のものは１
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

く。）に対する審査 ６，０００円，２，０００平方メー

トル以上５，０００平方メートル未

満のものは４６，４００円，５，０

００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは７３，１

００円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル未満

のものは９２，１００円，２５，０

００平方メートル以上５０，０００

平方メートル未満のものは１１４，

９００円，５０，０００平方メート

ル以上のものは１６０，６００円 

 

 

 

イ 変更の認定に係る評価方法がそ

の他のもの 

モデル建物法による場合にあっ

ては変更の認定の申請に係る建築

物の部分の床面積の合計が３００

平方メートル未満のものは５１，４

００円，３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満のもの

は８４，９００円，２，０００平方

く。）に対する審査 ０，１００円，１，０００平方メー

トル以上２，０００平方メートル未

満のものは１６，０００円，２，０

００平方メートル以上５，０００平

方メートル未満のものは４６，４０

０円，５，０００平方メートル以上

１０，０００平方メートル未満のも

のは７３，１００円，１０，０００

平方メートル以上２５，０００平方

メートル未満のものは９２，１００

円，２５，０００平方メートル以上

５０，０００平方メートル未満のも

のは１１４，９００円，５０，００

０平方メートル以上のものは１６

０，６００円 

イ 変更の認定に係る評価方法がそ

の他のもの 

モデル建物法による場合にあっ

ては変更の認定の申請に係る建築

物の部分の床面積の合計が３００

平方メートル未満のものは５１，４

００円，３００平方メートル以上

１，０００平方メートル未満のもの

は６４，９００円，１，０００平方
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

メートル以上５，０００平方メート

ル未満のものは１３６，２００円，

５，０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のものは

１７７，３００円，１０，０００平

方メートル以上２５，０００平方メ

ートル未満のものは２１２，７００

円，２５，０００平方メートル以上

５０，０００平方メートル未満のも

のは２４９，２００円，５０，００

０平方メートル以上のものは３２

２，３００円，その他の場合にあっ

ては変更の認定の申請に係る建築

物の部分の床面積の合計が３００

平方メートル未満のものは１３１，

３００円，３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満のもの

は２１１，２００円，２，０００平

方メートル以上５，０００平方メー

トル未満のものは３００，６００

円，５，０００平方メートル以上１

０，０００平方メートル未満のもの

は３６９，８００円，１０，０００

平方メートル以上２５，０００平方

メートル以上２，０００平方メート

ル未満のものは８４，９００円，２，

０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満のものは１３６，

２００円，５，０００平方メートル

以上１０，０００平方メートル未満

のものは１７７，３００円，１０，

０００平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満のものは２１

２，７００円，２５，０００平方メ

ートル以上５０，０００平方メート

ル未満のものは２４９，２００円，

５０，０００平方メートル以上のも

のは３２２，３００円，その他の場

合にあっては変更の認定の申請に

係る建築物の部分の床面積の合計

が３００平方メートル未満のもの

は１３１，３００円，３００平方メ

ートル以上１，０００平方メートル

未満のものは１６４，０００円，１，

０００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のものは２１１，

２００円，２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未満の
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

メートル未満のものは４３６，８０

０円，２５，０００平方メートル以

上５０，０００平方メートル未満の

ものは４９８，１００円，５０，０

００平方メートル以上のものは６

２０，６００円 

 

 

 

 

 

(２)～(４) （省 略）         

４ 都市の低炭素化の促進に

関する法律施行規則（平

成２４年国土交通省令第

８６号）第４６条の２の

規定に基づく書面の交付

（当該書面の交付に係る

軽微な変更（第５５条第

１項の規定に基づく軽微

な変更をいう。以下この

表において同じ。）に係

る低炭素建築物新築等計

画の評価方法が直近の認

認定低炭

素建築物

新築等計

画に係る

建築物の

評価方法

が同一で

ない軽微

な変更に

関する証

明手数料 

書面の交付を受けようとする次の(１)

及び(２)に掲げる低炭素建築物新築等

計画の評価方法の区分に応じ，当該(１)

及び(２)に定める額 

(１) 登録住宅性能評価機関等が軽微

な変更に該当すると認めたもの 

書面の交付を受けようとする建築

物の住宅以外の用途に供する部分の

床面積の合計が５，０００平方メート

ル未満のものは９１，６００円，５，

０００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは１４４，９

ものは３００，６００円，５，００

０平方メートル以上１０，０００平

方メートル未満のものは３６９，８

００円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル未満

のものは４３６，８００円，２５，

０００平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは４９

８，１００円，５０，０００平方メ

ートル以上のものは６２０，６００

円 

(２)～(４) （省 略）         

４ 都市の低炭素化の促進に

関する法律施行規則（平

成２４年国土交通省令第

８６号）第４６条の２の

規定に基づく書面の交付

（当該書面の交付に係る

軽微な変更（第５５条第

１項の規定に基づく軽微

な変更をいう。以下この

表において同じ。）に係

る低炭素建築物新築等計

画の評価方法が直近の認

認定低炭

素建築物

新築等計

画に係る

建築物の

評価方法

が同一で

ない軽微

な変更に

関する証

明手数料 

書面の交付を受けようとする次の(１)

及び(２)に掲げる低炭素建築物新築等

計画の評価方法の区分に応じ，当該(１)

及び(２)に定める額 

(１) 登録住宅性能評価機関等が軽微

な変更に該当すると認めたもの 

書面の交付を受けようとする建築

物の住宅以外の用途に供する部分の

床面積の合計が１，０００平方メート

ル未満のものは１９，０００円，１，

０００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは３０，７００
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

定低炭素建築物新築等計

画の認定等に係る評価方

法と同一である場合を除

く。） 

００円，１０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未満のも

のは１８２，９００円，２５，０００

平方メートル以上５０，０００平方メ

ートル未満のものは２２８，６００

円，５０，０００平方メートル以上の

ものは３１９，９００円 

 

 

 

 

 

(２) その他のもの 

モデル建物法による場合にあって

は書面の交付を受けようとする建築

物の住宅以外の用途に供する部分の

床面積の合計が５，０００平方メート

ル未満のものは２７１，２００円，５，

０００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは３５３，４

００円，１０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未満のも

のは４２４，２００円，２５，０００

平方メートル以上５０，０００平方メ

定低炭素建築物新築等計

画の認定等に係る評価方

法と同一である場合を除

く。） 

円，２，０００平方メートル以上５，

０００平方メートル未満のものは９

１，６００円，５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メートル未満

のものは１４４，９００円，１０，０

００平方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは１８２，９０

０円，２５，０００平方メートル以上

５０，０００平方メートル未満のもの

は２２８，６００円，５０，０００平

方メートル以上のものは３１９，９０

０円 

(２) その他のもの 

モデル建物法による場合にあって

は書面の交付を受けようとする建築

物の住宅以外の用途に供する部分の

床面積の合計が１，０００平方メート

ル未満のものは１２８，６００円，１，

０００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは１６８，５０

０円，２，０００平方メートル以上５，

０００平方メートル未満のものは２

７１，２００円，５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メートル未
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

ートル未満のものは４９７，３００

円，５０，０００平方メートル以上の

ものは６４３，４００円，その他の場

合にあっては書面の交付を受けよう

とする建築物の住宅以外の用途に供

する部分の床面積の合計が５，０００

平方メートル未満のものは６００，０

００円，５，０００平方メートル以上

１０，０００平方メートル未満のもの

は７３８，５００円，１０，０００平

方メートル以上２５，０００平方メー

トル未満のものは８７２，４００円，

２５，０００平方メートル以上５０，

０００平方メートル未満のものは９

９４，９００円，５０，０００平方メ

ートル以上のものは１，２４０，００

０円 

 

 

 

 

 

 

 

満のものは３５３，４００円，１０，

０００平方メートル以上２５，０００

平方メートル未満のものは４２４，２

００円，２５，０００平方メートル以

上５０，０００平方メートル未満のも

のは４９７，３００円，５０，０００

平方メートル以上のものは６４３，４

００円，その他の場合にあっては書面

の交付を受けようとする建築物の住

宅以外の用途に供する部分の床面積

の合計が１，０００平方メートル未満

のものは３２６，８００円，１，００

０平方メートル以上２，０００平方メ

ートル未満のものは４２１，２００

円，２，０００平方メートル以上５，

０００平方メートル未満のものは６

００，０００円，５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メートル未

満のものは７３８，５００円，１０，

０００平方メートル以上２５，０００

平方メートル未満のものは８７２，４

００円，２５，０００平方メートル以

上５０，０００平方メートル未満のも

のは９９４，９００円，５０，０００
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

         

５ 都市の低炭素化の促進に

関する法律施行規則第４

６条の２の規定に基づく

書面の交付（当該書面の

交付に係る軽微な変更に

係る低炭素建築物新築等

計画の評価方法が直近の

認定低炭素建築物新築等

計画の認定等に係る評価

方法と同一である場合に

限る。） 

認定低炭

素建築物

新築等計

画に係る

建築物の

評価方法

が同一で

ある軽微

な変更に

関する証

明手数料 

書面の交付を受けようとする次の(１)

及び(２)に掲げる低炭素建築物新築等

計画の評価方法の区分に応じ，当該(１)

及び(２)に定める額 

(１) 登録住宅性能評価機関等が軽微

な変更に該当すると認めたもの 

書面の交付を受けようとする建築

物の住宅以外の用途に供する部分の

床面積の合計が５，０００平方メート

ル未満のものは４６，４００円，５，

０００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは７３，１０

０円，１０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満のもの

は９２，１００円，２５，０００平方

メートル以上５０，０００平方メート

ル未満のものは１１４，９００円，５

０，０００平方メートル以上のものは

１６０，６００円 

 

 

 

平方メートル以上のものは１，２４

０，０００円         

５ 都市の低炭素化の促進に

関する法律施行規則第４

６条の２の規定に基づく

書面の交付（当該書面の

交付に係る軽微な変更に

係る低炭素建築物新築等

計画の評価方法が直近の

認定低炭素建築物新築等

計画の認定等に係る評価

方法と同一である場合に

限る。） 

認定低炭

素建築物

新築等計

画に係る

建築物の

評価方法

が同一で

ある軽微

な変更に

関する証

明手数料 

書面の交付を受けようとする次の(１)

及び(２)に掲げる低炭素建築物新築等

計画の評価方法の区分に応じ，当該(１)

及び(２)に定める額 

(１) 登録住宅性能評価機関等が軽微

な変更に該当すると認めたもの 

書面の交付を受けようとする建築

物の住宅以外の用途に供する部分の

床面積の合計が１，０００平方メート

ル未満のものは１０，１００円，１，

０００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは１６，０００

円，２，０００平方メートル以上５，

０００平方メートル未満のものは４

６，４００円，５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メートル未満

のものは７３，１００円，１０，００

０平方メートル以上２５，０００平方

メートル未満のものは９２，１００

円，２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のものは

１１４，９００円，５０，０００平方
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

(２) その他のもの 

モデル建物法による場合にあって

は書面の交付を受けようとする建築

物の住宅以外の用途に供する部分の

床面積の合計が５，０００平方メート

ル未満のものは１３６，２００円，５，

０００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは１７７，３

００円，１０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未満のも

のは２１２，７００円，２５，０００

平方メートル以上５０，０００平方メ

ートル未満のものは２４９，２００

円，５０，０００平方メートル以上の

ものは３２２，３００円，その他の場

合にあっては書面の交付を受けよう

とする建築物の住宅以外の用途に供

する部分の床面積の合計が５，０００

平方メートル未満のものは３００，６

００円，５，０００平方メートル以上

１０，０００平方メートル未満のもの

は３６９，８００円，１０，０００平

メートル以上のものは１６０，６００

円 

(２) その他のもの 

モデル建物法による場合にあって

は書面の交付を受けようとする建築

物の住宅以外の用途に供する部分の

床面積の合計が１，０００平方メート

ル未満のものは６４，９００円，１，

０００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは８４，９００

円，２，０００平方メートル以上５，

０００平方メートル未満のものは１

３６，２００円，５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メートル未

満のものは１７７，３００円，１０，

０００平方メートル以上２５，０００

平方メートル未満のものは２１２，７

００円，２５，０００平方メートル以

上５０，０００平方メートル未満のも

のは２４９，２００円，５０，０００

平方メートル以上のものは３２２，３

００円，その他の場合にあっては書面

の交付を受けようとする建築物の住

宅以外の用途に供する部分の床面積
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

方メートル以上２５，０００平方メー

トル未満のものは４３６，８００円，

２５，０００平方メートル以上５０，

０００平方メートル未満のものは４

９８，１００円，５０，０００平方メ

ートル以上のものは６２０，６００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

（省 略） 
 

の合計が１，０００平方メートル未満

のものは１６４，０００円，１，００

０平方メートル以上２，０００平方メ

ートル未満のものは２１１，２００

円，２，０００平方メートル以上５，

０００平方メートル未満のものは３

００，６００円，５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メートル未

満のものは３６９，８００円，１０，

０００平方メートル以上２５，０００

平方メートル未満のものは４３６，８

００円，２５，０００平方メートル以

上５０，０００平方メートル未満のも

のは４９８，１００円，５０，０００

平方メートル以上のものは６２０，６

００円     

（省 略） 
 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 

別表第３１ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法

律第５３号）関係 

別表第３１ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法

律第５３号）関係 

 事務 名称 金額     

１ 第１２条第１項若しくは

第１３条第２項の建築物

エネルギー消費性能適合

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

判定等に係る次の(１)及び(２)に

掲げる建築物の評価方法の区分に

応じ，当該(１)及び(２)に定める額 

 事務 名称 金額     

１ 第１２条第１項若しくは

第１３条第２項の建築物

エネルギー消費性能適合

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

判定等に係る次の(１)及び(２)に

掲げる建築物の用途の区分に応じ，

当該(１)及び(２)に定める額 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

性判定（第１２条第１項

の規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能適合性

判定をいう。以下この表

において「判定」という。）

又は第１２条第２項若し

くは第１３条第３項の非

住宅部分に係る部分の変

更を含む変更の判定（以

下この表において「変更

の判定」という。）（変

更の判定を受けようとす

る建築物エネルギー消費

性能確保計画（第１２条

第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能

確保計画をいう。以下こ

の表において同じ。）に

係る建築物の評価方法

（建築物エネルギー消費

性能確保計画に係る建築

物が第２条第３号の規定

に基づく建築物エネルギ

ー消費性能基準（以下こ

画建築物エ

ネルギー消

費性能適合

性判定手数

料 

(１) モデル建物法（省令第１条第

１項第１号ロの基準に適合する

ことを確認することをいう。以下

この項，３の項及び４の項におい

て同じ。）によるもの 

床面積の合計が２，０００平方

メートル未満のものは１６６，２

００円，２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未満

のものは２６９，０００円，５，

０００平方メートル以上１０，０

００平方メートル未満のものは

３５１，１００円，１０，０００

平方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは４２１，

９００円，２５，０００平方メー

トル以上５０，０００平方メート

ル未満のものは４９５，０００

円，５０，０００平方メートル以

上のものは６４１，１００円 

 

 

 

 

性判定（第１２条第１項

の規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能適合性

判定をいう。以下この表

において「判定」という。）

又は第１２条第２項若し

くは第１３条第３項の非

住宅部分に係る部分の変

更を含む変更の判定（以

下この表において「変更

の判定」という。）（変

更の判定を受けようとす

る建築物エネルギー消費

性能確保計画（第１２条

第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能

確保計画をいう。以下こ

の表において同じ。）に

係る建築物の評価方法

（建築物エネルギー消費

性能確保計画に係る建築

物が第２条第１項第３号

の規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能基準

画建築物エ

ネルギー消

費性能適合

性判定手数

料 

(１) 工場等のみのもの 

ア 判定等に係る建築物の評価

方法がモデル建物法（省令第１

条第１項第１号ロの基準に適

合することを確認することを

いう。以下この項，３の項，４

の項及び１１の項において同

じ。）によるもの 

床面積の合計が３００平方

メートル未満のものは２１，６

００円，３００平方メートル以

上１，０００平方メートル未満

のものは３０，４００円，１，

０００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のもの

は４３，０００円，２，０００

平方メートル以上５，０００平

方メートル未満のものは１０

８，４００円，５，０００平方

メートル以上１０，０００平方

メートル未満のものは１６３，

２００円，１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メ

ートル未満のものは２０２，８
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

の表において「消費性能

基準」という。）に適合

するかどうかの評価の方

法をいう。以下この項及

び３の項において同じ。）

が当該建築物エネルギー

消費性能確保計画の直近

の第１２条第１項若しく

は第１３条第２項の判定

若しくは変更の判定（以

下この表において「判定

等」という。）に係る建

築物の評価方法と同一で

ない場合又は判定等に係

る建築物の部分の床面積

の合計の増加を含む場合

に係るものに限る。）に

対する審査（次項に規定

する審査を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下この表において

「消費性能基準」とい

う。）に適合するかどう

かの評価の方法をいう。

以下この項及び３の項に

おいて同じ。）が当該建

築物エネルギー消費性能

確保計画の直近の第１２

条第１項若しくは第１３

条第２項の判定若しくは

変更の判定（以下この表

において「判定等」とい

う。）に係る建築物の評

価方法と同一でない場合

又は判定等に係る建築物

の部分の床面積の合計の

増加を含む場合に係るも

のに限る。）に対する審

査（次項に規定する審査

を除く。） 

００円，２５，０００平方メー

トル以上５０，０００平方メー

トル未満のものは２５１，５０

０円，５０，０００平方メート

ル以上のものは３４９，７００

円 

イ 判定等に係る建築物の評価

方法がその他のもの 

床面積の合計が３００平方

メートル未満のものは２６，２

００円，３００平方メートル以

上１，０００平方メートル未満

のものは３５，４００円，１，

０００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のもの

は４９，１００円，２，０００

平方メートル以上５，０００平

方メートル未満のものは１１

６，０００円，５，０００平方

メートル以上１０，０００平方

メートル未満のものは１７１，

６００円，１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メ

ートル未満のものは２１１，９
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

(２) その他のもの 

床面積の合計が２，０００平方

メートル未満のものは４１８，９

００円，２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未満

のものは５９７，７００円，５，

０００平方メートル以上１０，０

００平方メートル未満のものは

７３６，２００円，１０，０００

平方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは８７０，

１００円，２５，０００平方メー

トル以上５０，０００平方メート

ル未満のものは９９２，６００

円，５０，０００平方メートル以

上のものは１，２３７，７００円 

 

 

００円，２５，０００平方メー

トル以上５０，０００平方メー

トル未満のものは２６２，１０

０円，５０，０００平方メート

ル以上のものは３６２，６００

円 

(２) その他のもの 

ア 判定等に係る建築物の評価

方法がモデル建物法によるも

の 

床面積の合計が３００平方

メートル未満のものは９９，２

００円，３００平方メートル以

上１，０００平方メートル未満

のものは１２６，３００円，１，

０００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のもの

は１６６，２００円，２，００

０平方メートル以上５，０００

平方メートル未満のものは２

６９，０００円，５，０００平

方メートル以上１０，０００平

方メートル未満のものは３５

１，１００円，１０，０００平
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは４２

１，９００円，２５，０００平

方メートル以上５０，０００平

方メートル未満のものは４９

５，０００円，５０，０００平

方メートル以上のものは６４

１，１００円 

イ 判定等に係る建築物の評価

方法がその他のもの 

床面積の合計が３００平方

メートル未満のものは２５９，

０００円，３００平方メートル

以上１，０００平方メートル未

満のものは３２４，５００円，

１，０００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満の

ものは４１８，９００円，２，

０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの

は５９７，７００円，５，００

０平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満のものは

７３６，２００円，１０，００
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

         

２ 認定建築物エネルギー消

費性能向上計画（第３２

条に規定する認定建築物

エネルギー消費性能向上

計画をいう。以下この表

において同じ。）に係る

他の建築物（第２９条第

３項に規定する他の建築

物をいう。以下この表に

おいて同じ。）の判定等

（認定建築物エネルギー

消費性能向上計画に係る

他の建築物が省令第１０

条第１号イ(１)及び同号

ロ(１)の基準に適合する

ことの確認（登録建築物

他の建築物

に係る建築

物エネルギ

ー消費性能

確保計画建

築物エネル

ギー消費性

能適合性判

定手数料 

次の(１)及び(２)に掲げる判定等

の区分に応じ，当該(１)及び(２)

に定める額 

(１) 判定 

床面積の合計が５，０００平方

メートル未満のものは９１，６０

０円，５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル未満

のものは１４４，９００円，１０，

０００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満のものは

１８２，９００円，２５，０００

平方メートル以上５０，０００平

方メートル未満のものは２２８，

６００円，５０，０００平方メー

トル以上のものは３１９，９００

０平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満のものは

８７０，１００円，２５，００

０平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは

９９２，６００円，５０，００

０平方メートル以上のものは

１，２３７，７００円         

２ 認定建築物エネルギー消

費性能向上計画（第３７

条に規定する認定建築物

エネルギー消費性能向上

計画をいう。以下この表

において同じ。）に係る

他の建築物（第３４条第

３項に規定する他の建築

物をいう。以下この表に

おいて同じ。）の判定等

（認定建築物エネルギー

消費性能向上計画に係る

他の建築物が省令第１０

条第１号イ(１)及び同号

ロ(１)の基準に適合する

ことの確認（登録建築物

他の建築物

に係る建築

物エネルギ

ー消費性能

確保計画建

築物エネル

ギー消費性

能適合性判

定手数料 

次の(１)及び(２)に掲げる判定等

の区分に応じ，当該(１)及び(２)

に定める額 

(１) 判定 

床面積の合計が１，０００平方

メートル未満のものは１９，００

０円，１，０００平方メートル以

上２，０００平方メートル未満の

ものは３０，７００円，２，００

０平方メートル以上５，０００平

方メートル未満のものは９１，６

００円，５，０００平方メートル

以上１０，０００平方メートル未

満のものは１４４，９００円，１

０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のも

31



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

エネルギー消費性能判定

機関（第１５条第１項に

規定する登録建築物エネ

ルギー消費性能判定機関

をいう。以下この表にお

いて同じ。）による確認

を含む。以下この項にお

いて同じ。）を受けてお

り，かつ，判定等を受け

ようとする当該他の建築

物について省令第１条第

１項第１号イの基準に適

合することの確認を受け

る場合又は認定建築物エ

ネルギー消費性能向上計

画に係る他の建築物が省

令第１０条第１号イ(２)

及び同号ロ(２)の基準に

適合することの確認を受

けており，かつ，判定等

を受けようとする当該他

の建築物について省令第

１条第１項第１号ロの基

準に適合することの確認

円 

 

 

 

 

 

(２) 変更の判定 

床面積の合計が２，０００平方

メートル未満のものは１６，００

０円，２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未満の

ものは４６，４００円，５，００

０平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは７３，

１００円，１０，０００平方メー

トル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは９２，１００円，

２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のも

のは１１４，９００円，５０，０

００平方メートル以上のものは

１６０，６００円 

 

 

エネルギー消費性能判定

機関（第１５条第１項に

規定する登録建築物エネ

ルギー消費性能判定機関

をいう。以下この表にお

いて同じ。）による確認

を含む。以下この項にお

いて同じ。）を受けてお

り，かつ，判定等を受け

ようとする当該他の建築

物について省令第１条第

１項第１号イの基準に適

合することの確認を受け

る場合又は認定建築物エ

ネルギー消費性能向上計

画に係る他の建築物が省

令第１０条第１号イ(２)

及び同号ロ(２)の基準に

適合することの確認を受

けており，かつ，判定等

を受けようとする当該他

の建築物について省令第

１条第１項第１号ロの基

準に適合することの確認

のは１８２，９００円，２５，０

００平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは２

２８，６００円，５０，０００平

方メートル以上のものは３１９，

９００円 

(２) 変更の判定 

床面積の合計が３００平方メ

ートル未満のものは６，１００

円，３００平方メートル以上１，

０００平方メートル未満のもの

は１０，１００円，１，０００平

方メートル以上２，０００平方メ

ートル未満のものは１６，０００

円，２，０００平方メートル以上

５，０００平方メートル未満のも

のは４６，４００円，５，０００

平方メートル以上１０，０００平

方メートル未満のものは７３，１

００円，１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メートル

未満のものは９２，１００円，２

５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のも
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

を受ける場合に係るもの

に限る。）に対する審査 

 

 

         

３ 変更の判定（変更の判定

を受けようとする建築物

エネルギー消費性能確保

計画に係る建築物の評価

方法が当該建築物エネル

ギー消費性能確保計画の

直近の判定等に係る建築

物の評価方法と同一でな

い場合又は判定等に係る

建築物の部分の床面積の

合計の増加を含む場合に

係るものを除く。）に対

する審査（前項に規定す

る審査を除く。） 

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画変更建築

物エネルギ

ー消費性能

適合性判定

手数料 

変更の判定に係る次の(１)及び

(２)に掲げる建築物の評価方法の

区分に応じ，当該(１)及び(２)に定

める額 

(１) モデル建物法によるもの 

変更の判定に係る建築物の部

分の床面積の合計が５，０００平

方メートル未満のものは１３５，

１００円，５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メートル

未満のものは１７６，２００円，

１０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のも

のは２１１，６００円，２５，０

００平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは２

４８，１００円，５０，０００平

方メートル以上のものは３２１，

１００円 

 

 

を受ける場合に係るもの

に限る。）に対する審査 

のは１１４，９００円，５０，０

００平方メートル以上のものは

１６０，６００円         

３ 変更の判定（変更の判定

を受けようとする建築物

エネルギー消費性能確保

計画に係る建築物の評価

方法が当該建築物エネル

ギー消費性能確保計画の

直近の判定等に係る建築

物の評価方法と同一でな

い場合又は判定等に係る

建築物の部分の床面積の

合計の増加を含む場合に

係るものを除く。）に対

する審査（前項に規定す

る審査を除く。） 

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画変更建築

物エネルギ

ー消費性能

適合性判定

手数料 

変更の判定に係る次の(１)及び

(２)に掲げる建築物の用途の区分

に応じ，当該(１)及び(２)に定める

額 

(１) 工場等のみのもの 

ア 変更の判定に係る建築物の

評価方法がモデル建物法によ

るもの 

変更の判定に係る建築物の

部分の床面積の合計が１，００

０平方メートル未満のものは

１５，８００円，１，０００平

方メートル以上２，０００平方

メートル未満のものは２２，１

００円，２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メートル

未満のものは５４，８００円，

５，０００平方メートル以上１

０，０００平方メートル未満の

ものは８２，２００円，１０，

０００平方メートル以上２５，
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０００平方メートル未満のも

のは１０２，０００円，２５，

０００平方メートル以上５０，

０００平方メートル未満のも

のは１２６，４００円，５０，

０００平方メートル以上のも

のは１７５，４００円 

イ 変更の判定に係る建築物の

評価方法がその他のもの 

変更の判定に係る建築物の

部分の床面積の合計が１，００

０平方メートル未満のものは

１８，３００円，１，０００平

方メートル以上２，０００平方

メートル未満のものは２５，１

００円，２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メートル

未満のものは５８，７００円，

５，０００平方メートル以上１

０，０００平方メートル未満の

ものは８６，４００円，１０，

０００平方メートル以上２５，

０００平方メートル未満のも

のは１０６，６００円，２５，
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

(２) その他のもの 

変更の判定に係る建築物の部

分の床面積の合計が５，０００平

方メートル未満のものは２９９，

５００円，５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メートル

未満のものは３６８，７００円，

１０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のも

のは４３５，７００円，２５，０

００平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは４

９６，９００円，５０，０００平

方メートル以上のものは６１９，

５００円 

 

 

 

 

０００平方メートル以上５０，

０００平方メートル未満のも

のは１３１，７００円，５０，

０００平方メートル以上のも

のは１８１，９００円 

(２) その他のもの 

ア 変更の判定に係る建築物の

評価方法がモデル建物法によ

るもの 

変更の判定に係る建築物の

部分の床面積の合計が１，００

０平方メートル未満のものは

６３，７００円，１，０００平

方メートル以上２，０００平方

メートル未満のものは８３，７

００円，２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メートル

未満のものは１３５，１００

円，５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル未

満のものは１７６，２００円，

１０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満

のものは２１１，６００円，２
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満の

ものは２４８，１００円，５０，

０００平方メートル以上のも

のは３２１，１００円 

イ 変更の判定に係る建築物の

評価方法がその他のもの 

変更の判定に係る建築物の

部分の床面積の合計が１，００

０平方メートル未満のものは

１６２，９００円，１，０００

平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは２１

０，０００円，２，０００平方

メートル以上５，０００平方メ

ートル未満のものは２９９，５

００円，５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メート

ル未満のものは３６８，７００

円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル

未満のものは４３５，７００

円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

         

４ 建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律

施行規則（平成２８年国

土交通省令第５号）第１

１条の規定に基づく書面

の交付 

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画の軽微な

変更に関す

る証明手数

料 

書面の交付を受けようとする次の

(１)及び(２)に掲げる建築物の評

価方法の区分に応じ，当該(１)及び

(２)に定める額 

(１) モデル建物法によるもの 

書面の交付を受けようとする

建築物の住宅以外の用途に供す

る部分の床面積の合計が５，００

０平方メートル未満のものは１

３５，１００円，５，０００平方

メートル以上１０，０００平方メ

ートル未満のものは１７６，２０

０円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル未

満のものは２１１，６００円，２

５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のも

のは２４８，１００円，５０，０

００平方メートル以上のものは

３２１，１００円 

 

未満のものは４９６，９００

円，５０，０００平方メートル

以上のものは６１９，５００円         

４ 建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律

施行規則（平成２８年国

土交通省令第５号）第１

１条の規定に基づく書面

の交付 

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画の軽微な

変更に関す

る証明手数

料 

書面の交付を受けようとする次の

(１)及び(２)に掲げる建築物の用

途の区分に応じ，当該(１)及び(２)

に定める額 

(１) 工場等のみのもの 

ア 書面の交付を受けようとす

る建築物の評価方法がモデル

建物法によるもの 

書面の交付を受けようとす

る建築物の住宅以外の用途に

供する部分の床面積の合計が

１，０００平方メートル未満の

ものは１５，８００円，１，０

００平方メートル以上２，００

０平方メートル未満のものは

２２，１００円，２，０００平

方メートル以上５，０００平方

メートル未満のものは５４，８

００円，５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メート

ル未満のものは８２，２００

37



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル

未満のものは１０２，０００

円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル

未満のものは１２６，４００

円，５０，０００平方メートル

以上のものは１７５，４００円 

イ 書面の交付を受けようとす

る建築物の評価方法がその他

のもの 

書面の交付を受けようとす

る建築物の住宅以外の用途に

供する部分の床面積の合計が

１，０００平方メートル未満の

ものは１８，３００円，１，０

００平方メートル以上２，００

０平方メートル未満のものは

２５，１００円，２，０００平

方メートル以上５，０００平方

メートル未満のものは５８，７

００円，５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メート

ル未満のものは８６，４００
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) その他のもの 

書面の交付を受けようとする

建築物の住宅以外の用途に供す

る部分の床面積の合計が５，００

０平方メートル未満のものは２

９９，５００円，５，０００平方

メートル以上１０，０００平方メ

ートル未満のものは３６８，７０

０円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル未

満のものは４３５，７００円，２

５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のも

のは４９６，９００円，５０，０

００平方メートル以上のものは

６１９，５００円 

円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル

未満のものは１０６，６００

円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル

未満のものは１３１，７００

円，５０，０００平方メートル

以上のものは１８１，９００円 

(２) その他のもの 

ア 書面の交付を受けようとす

る建築物の評価方法がモデル

建物法によるもの 

書面の交付を受けようとす

る建築物の住宅以外の用途に

供する部分の床面積の合計が

１，０００平方メートル未満の

ものは６３，７００円，１，０

００平方メートル以上２，００

０平方メートル未満のものは

８３，７００円，２，０００平

方メートル以上５，０００平方

メートル未満のものは１３５，

１００円，５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メー
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トル未満のものは１７６，２０

０円，１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは２１１，６００

円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル

未満のものは２４８，１００

円，５０，０００平方メートル

以上のものは３２１，１００円 

イ 書面の交付を受けようとす

る建築物の評価方法がその他

のもの 

書面の交付を受けようとす

る建築物の住宅以外の用途に

供する部分の床面積の合計が

１，０００平方メートル未満の

ものは１６２，９００円，１，

０００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のもの

は２１０，０００円，２，００

０平方メートル以上５，０００

平方メートル未満のものは２

９９，５００円，５，０００平

方メートル以上１０，０００平

40



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

５ 第２９条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画（同項

に規定する建築物エネル

ギー消費性能向上計画を

いう。以下この表におい

て同じ。）（同条第３項

各号に掲げる事項（以下

この表において「他の建

築物に係る事項」とい

う。）を記載している場

合に係るものを除く。以

下この項において同じ。）

の認定の申請及び第３１

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画認定申請

手数料 

認定申請１件につき，認定等の申請

に係る次の(１)から(４)までに掲

げる建築物の区分に応じ，当該(１)

から(４)までに定める額を合算し

た額 

(１) 非住宅建築物（住宅（人の居

住の用のみに供する建築物（共用

部分を含む。）をいう。以下この

表において同じ。）以外の用途の

みに供する建築物をいう。以下こ

の表において同じ。） 

ア 認定等に係る評価方法が登

録住宅性能評価機関等が性能

向上基準に適合すると認めた

方メートル未満のものは３６

８，７００円，１０，０００平

方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは４３

５，７００円，２５，０００平

方メートル以上５０，０００平

方メートル未満のものは４９

６，９００円，５０，０００平

方メートル以上のものは６１

９，５００円         

５ 第３４条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画（同項

に規定する建築物エネル

ギー消費性能向上計画を

いう。以下この表におい

て同じ。）（同条第３項

各号に掲げる事項（以下

この表において「他の建

築物に係る事項」とい

う。）を記載している場

合に係るものを除く。以

下この項において同じ。）

の認定の申請及び第３６

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画認定申請

手数料 

認定申請１件につき，認定等の申請

に係る次の(１)から(４)までに掲

げる建築物の区分に応じ，当該(１)

から(４)までに定める額を合算し

た額 

(１) 非住宅建築物（住宅（人の居

住の用のみに供する建築物（共用

部分を含む。）をいう。以下この

表において同じ。）以外の用途の

みに供する建築物をいう。以下こ

の表において同じ。） 

ア 認定等に係る評価方法が登

録住宅性能評価機関等が性能

向上基準に適合すると認めた
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性

能向上計画の変更の認定

の申請（変更の認定の申

請をしようとする建築物

エネルギー消費性能向上

計画の評価方法（建築物

エネルギー消費性能向上

計画又は認定建築物エネ

ルギー消費性能向上計画

が第３０条第１項各号に

掲げる基準（以下この表

において「性能向上基準」

という。）に適合するか

どうかの評価の方法をい

う。以下この項から１０

の項までにおいて同じ。）

が当該建築物エネルギー

消費性能向上計画の直近

の第２９条第１項の認定

若しくは第３１条第１項

の変更の認定（以下この

表において「認定等」と

いう。）に係る評価方法

もの 

床面積の合計が３００平方

メートル未満のものは１１，０

００円，３００平方メートル以

上２，０００平方メートル未満

のものは３０，７００円，２，

０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの

は９１，６００円，５，０００

平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは１

４４，９００円，１０，０００

平方メートル以上２５，０００

平方メートル未満のものは１

８２，９００円，２５，０００

平方メートル以上５０，０００

平方メートル未満のものは２

２８，６００円，５０，０００

平方メートル以上のものは３

１９，９００円 

 

 

イ 認定等に係る評価方法がそ

の他のもの 

条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性

能向上計画の変更の認定

の申請（変更の認定の申

請をしようとする建築物

エネルギー消費性能向上

計画の評価方法（建築物

エネルギー消費性能向上

計画又は認定建築物エネ

ルギー消費性能向上計画

が第３５条第１項各号に

掲げる基準（以下この表

において「性能向上基準」

という。）に適合するか

どうかの評価の方法をい

う。以下この項から１０

の項までにおいて同じ。）

が当該建築物エネルギー

消費性能向上計画の直近

の第３４条第１項の認定

若しくは第３６条第１項

の変更の認定（以下この

表において「認定等」と

いう。）に係る評価方法

もの 

床面積の合計が３００平方

メートル未満のものは１１，０

００円，３００平方メートル以

上１，０００平方メートル未満

のものは１９，０００円，１，

０００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のもの

は３０，７００円，２，０００

平方メートル以上５，０００平

方メートル未満のものは９１，

６００円，５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メー

トル未満のものは１４４，９０

０円，１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは１８２，９００

円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル

未満のものは２２８，６００

円，５０，０００平方メートル

以上のものは３１９，９００円 

イ 認定等に係る評価方法がそ

の他のもの 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

と同一でない場合又は認

定等に係る建築物の部分

の床面積の合計の増加を

含む場合に係るものに限

る。）に対する審査 

モデル建物法（省令第１０条

第１号イ(２)及びロ(２)の基

準に適合することを確認する

ことをいう。以下この項及び８

の項から１０の項までにおい

て同じ。）による場合にあって

は床面積の合計が３００平方

メートル未満のものは９９，２

００円，３００平方メートル以

上２，０００平方メートル未満

のものは１６６，２００円，２，

０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの

は２６９，０００円，５，００

０平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満のものは

３５１，１００円，１０，００

０平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満のものは

４２１，９００円，２５，００

０平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは

４９５，０００円，５０，００

０平方メートル以上のものは

と同一でない場合又は認

定等に係る建築物の部分

の床面積の合計の増加を

含む場合に係るものに限

る。）に対する審査 

モデル建物法（省令第１０条

第１号イ(２)及びロ(２)の基

準に適合することを確認する

ことをいう。以下この項及び８

の項から１０の項までにおい

て同じ。）による場合にあって

は床面積の合計が３００平方

メートル未満のものは９９，２

００円，３００平方メートル以

上１，０００平方メートル未満

のものは１２６，３００円，１，

０００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のもの

は１６６，２００円，２，００

０平方メートル以上５，０００

平方メートル未満のものは２

６９，０００円，５，０００平

方メートル以上１０，０００平

方メートル未満のものは３５

１，１００円，１０，０００平

方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは４２

１，９００円，２５，０００平

方メートル以上５０，０００平
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

６４１，１００円，その他の場

合にあっては床面積の合計が

３００平方メートル未満のも

のは２５９，０００円，３００

平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは４１

８，９００円，２，０００平方

メートル以上５，０００平方メ

ートル未満のものは５９７，７

００円，５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メート

ル未満のものは７３６，２００

円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル

未満のものは８７０，１００

円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル

未満のものは９９２，６００

円，５０，０００平方メートル

以上のものは１，２３７，７０

０円 

 

 

 

方メートル未満のものは４９

５，０００円，５０，０００平

方メートル以上のものは６４

１，１００円，その他の場合に

あっては床面積の合計が３０

０平方メートル未満のものは

２５９，０００円，３００平方

メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のものは３２４，５

００円，１，０００平方メート

ル以上２，０００平方メートル

未満のものは４１８，９００

円，２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未満

のものは５９７，７００円，５，

０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のも

のは７３６，２００円，１０，

０００平方メートル以上２５，

０００平方メートル未満のも

のは８７０，１００円，２５，

０００平方メートル以上５０，

０００平方メートル未満のも

のは９９２，６００円，５０，
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

(２)～(４) （省 略）         

６ 第２９条第１項の規定に

基づく認定の申請（認定

の申請をしようとする建

築物エネルギー消費性能

向上計画に他の建築物に

係る事項を記載している

場合に係るものに限る。）

及び第３１条第１項の規

定に基づく変更の認定の

申請（当該申請に係る建

築物エネルギー消費性能

向上計画に他の建築物に

係る事項を記載している

場合に係るものに限る。）

に対する審査 

複数建築物

に係る建築

物エネルギ

ー消費性能

向上計画認

定申請手数

料 

認定等の申請に係る１の建築物ご

とに次の(１)及び(２)に掲げる場

合の区分に応じ，当該(１)及び(２)

に定める額 

(１) 第２９条第１項の規定に基

づく認定の申請の場合及び第３

１条第１項の規定に基づく変更

の認定の申請（当該申請をしよう

とする建築物エネルギー消費性

能向上計画に係る１の建築物の

評価方法が当該建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の直近の認

定等に係る当該１の建築物の評

価方法と同一でない場合，認定等

に係る１の建築物の部分の床面

積の合計の増加を含む場合又は

変更の認定の申請をしようとす

る建築物エネルギー消費性能向

上計画の直近の認定等に係る建

築物以外の建築物を当該建築物

エネルギー消費性能向上計画に

０００平方メートル以上のも

のは１，２３７，７００円 

(２)～(４) （省 略）         

６ 第３４条第１項の規定に

基づく認定の申請（認定

の申請をしようとする建

築物エネルギー消費性能

向上計画に他の建築物に

係る事項を記載している

場合に係るものに限る。）

及び第３６条第１項の規

定に基づく変更の認定の

申請（当該申請に係る建

築物エネルギー消費性能

向上計画に他の建築物に

係る事項を記載している

場合に係るものに限る。）

に対する審査 

複数建築物

に係る建築

物エネルギ

ー消費性能

向上計画認

定申請手数

料 

認定等の申請に係る１の建築物ご

とに次の(１)及び(２)に掲げる場

合の区分に応じ，当該(１)及び(２)

に定める額 

(１) 第３４条第１項の規定に基

づく認定の申請の場合及び第３

６条第１項の規定に基づく変更

の認定の申請（当該申請をしよう

とする建築物エネルギー消費性

能向上計画に係る１の建築物の

評価方法が当該建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の直近の認

定等に係る当該１の建築物の評

価方法と同一でない場合，認定等

に係る１の建築物の部分の床面

積の合計の増加を含む場合又は

変更の認定の申請をしようとす

る建築物エネルギー消費性能向

上計画の直近の認定等に係る建

築物以外の建築物を当該建築物

エネルギー消費性能向上計画に
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

記載している場合に係るものに

限る。）の場合 

前項に規定する額 

(２) 第３１条第１項の規定に基

づく変更の認定の申請（当該申請

をしようとする建築物エネルギ

ー消費性能向上計画に係る１の

建築物の評価方法が当該建築物

エネルギー消費性能向上計画の

直近の認定等に係る当該１の建

築物の評価方法と同一でない場

合，認定等に係る１の建築物の部

分の床面積の合計の増加を含む

場合又は変更の認定の申請をし

ようとする建築物エネルギー消

費性能向上計画の直近の認定等

に係る建築物以外の建築物を当

該建築物エネルギー消費性能向

上計画に記載している場合に係

るものを除く。）の場合 

８の項に規定する額         

７ 第３０条第２項（第３１

条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定

建築基準関

係規定の適

合審査を伴

当該申出に係る建築物エネルギー

消費性能向上計画に他の建築物に

係る事項を記載していない場合に

記載している場合に係るものに

限る。）の場合 

前項に規定する額 

(２) 第３６条第１項の規定に基

づく変更の認定の申請（当該申請

をしようとする建築物エネルギ

ー消費性能向上計画に係る１の

建築物の評価方法が当該建築物

エネルギー消費性能向上計画の

直近の認定等に係る当該１の建

築物の評価方法と同一でない場

合，認定等に係る１の建築物の部

分の床面積の合計の増加を含む

場合又は変更の認定の申請をし

ようとする建築物エネルギー消

費性能向上計画の直近の認定等

に係る建築物以外の建築物を当

該建築物エネルギー消費性能向

上計画に記載している場合に係

るものを除く。）の場合 

８の項に規定する額         

７ 第３５条第２項（第３６

条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定

建築基準関

係規定の適

合審査を伴

当該申出に係る建築物エネルギー

消費性能向上計画に他の建築物に

係る事項を記載していない場合に
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

に基づく申出による建築

基準関係規定の適合審査

を伴う第２９条第１項の

規定に基づく建築物エネ

ルギー消費性能向上計画

の認定の申請に対する審

査 

う建築物エ

ネルギー消

費性能向上

計画認定申

請手数料 

あっては５の項に規定する額（第３

１条第２項において準用する第３

０条第２項の規定に基づく申出（申

出をしようとする建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の評価方法が

当該建築物エネルギー消費性能向

上計画の直近の認定等に係る評価

方法と同一でない場合又は認定等

に係る建築物の部分の床面積の合

計の増加を含む場合に係るものを

除く。）にあっては，次項に規定す

る額），当該申出に係る建築物エネ

ルギー消費性能向上計画に他の建

築物に係る事項を記載している場

合にあっては前項に規定する額に

(１)，(２)又は(３)の額を加えた額 

(１)～(３) （省 略）         

８ 第３１条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画の変更

の認定の申請に対する審

査（５の項及び６の項に

規定する審査を除く。） 

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画変更認定

申請手数料 

変更認定申請１件につき，変更の認

定の申請に係る次の(１)から(４)

までに掲げる建築物の区分に応じ，

当該(１)から(４)までに定める額

を合算した額 

(１) 非住宅建築物 

ア 変更の認定に係る評価方法

に基づく申出による建築

基準関係規定の適合審査

を伴う第３４条第１項の

規定に基づく建築物エネ

ルギー消費性能向上計画

の認定の申請に対する審

査 

う建築物エ

ネルギー消

費性能向上

計画認定申

請手数料 

あっては５の項に規定する額（第３

６条第２項において準用する第３

５条第２項の規定に基づく申出（申

出をしようとする建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の評価方法が

当該建築物エネルギー消費性能向

上計画の直近の認定等に係る評価

方法と同一でない場合又は認定等

に係る建築物の部分の床面積の合

計の増加を含む場合に係るものを

除く。）にあっては，次項に規定す

る額），当該申出に係る建築物エネ

ルギー消費性能向上計画に他の建

築物に係る事項を記載している場

合にあっては前項に規定する額に

(１)，(２)又は(３)の額を加えた額 

(１)～(３) （省 略）         

８ 第３６条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画の変更

の認定の申請に対する審

査（５の項及び６の項に

規定する審査を除く。） 

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画変更認定

申請手数料 

変更認定申請１件につき，変更の認

定の申請に係る次の(１)から(４)

までに掲げる建築物の区分に応じ，

当該(１)から(４)までに定める額

を合算した額 

(１) 非住宅建築物 

ア 変更の認定に係る評価方法
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

が登録住宅性能評価機関等が

性能向上基準に適合すると認

めたもの 

変更の認定の申請に係る建

築物の部分の床面積の合計が

３００平方メートル未満のも

のは６，１００円，３００平方

メートル以上２，０００平方メ

ートル未満のものは１６，００

０円，２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未

満のものは４６，４００円，５，

０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のも

のは７３，１００円，１０，０

００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満のもの

は９２，１００円，２５，００

０平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは

１１４，９００円，５０，００

０平方メートル以上のものは

１６０，６００円 

 

が登録住宅性能評価機関等が

性能向上基準に適合すると認

めたもの 

変更の認定の申請に係る建

築物の部分の床面積の合計が

３００平方メートル未満のも

のは６，１００円，３００平方

メートル以上１，０００平方メ

ートル未満のものは１０，１０

０円，１，０００平方メートル

以上２，０００平方メートル未

満のものは１６，０００円，２，

０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの

は４６，４００円，５，０００

平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは７

３，１００円，１０，０００平

方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは９２，

１００円，２５，０００平方メ

ートル以上５０，０００平方メ

ートル未満のものは１１４，９

００円，５０，０００平方メー
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

イ 変更の認定に係る評価方法

がその他のもの 

モデル建物法による場合に

あっては変更の認定の申請に

係る建築物の部分の床面積の

合計が３００平方メートル未

満のものは５０，２００円，３

００平方メートル以上２，００

０平方メートル未満のものは

８３，７００円，２，０００平

方メートル以上５，０００平方

メートル未満のものは１３５，

１００円，５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メー

トル未満のものは１７６，２０

０円，１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは２１１，６００

円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル

未満のものは２４８，１００

円，５０，０００平方メートル

トル以上のものは１６０，６０

０円 

イ 変更の認定に係る評価方法

がその他のもの 

モデル建物法による場合に

あっては変更の認定の申請に

係る建築物の部分の床面積の

合計が３００平方メートル未

満のものは５０，２００円，３

００平方メートル以上１，００

０平方メートル未満のものは

６３，７００円，１，０００平

方メートル以上２，０００平方

メートル未満のものは８３，７

００円，２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メートル

未満のものは１３５，１００

円，５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル未

満のものは１７６，２００円，

１０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満

のものは２１１，６００円，２

５，０００平方メートル以上５
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

以上のものは３２１，１００

円，その他の場合にあっては変

更の認定の申請に係る建築物

の部分の床面積の合計が３０

０平方メートル未満のものは

１３０，１００円，３００平方

メートル以上２，０００平方メ

ートル未満のものは２１０，０

００円，２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メートル

未満のものは２９９，５００

円，５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル未

満のものは３６８，７００円，

１０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満

のものは４３５，７００円，２

５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満の

ものは４９６，９００円，５０，

０００平方メートル以上のも

のは６１９，５００円 

 

 

０，０００平方メートル未満の

ものは２４８，１００円，５０，

０００平方メートル以上のも

のは３２１，１００円，その他

の場合にあっては変更の認定

の申請に係る建築物の部分の

床面積の合計が３００平方メ

ートル未満のものは１３０，１

００円，３００平方メートル以

上１，０００平方メートル未満

のものは１６２，９００円，１，

０００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のもの

は２１０，０００円，２，００

０平方メートル以上５，０００

平方メートル未満のものは２

９９，５００円，５，０００平

方メートル以上１０，０００平

方メートル未満のものは３６

８，７００円，１０，０００平

方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは４３

５，７００円，２５，０００平

方メートル以上５０，０００平
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

(２)～(４) （省 略）         

９ 建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律

施行規則第２９条の規定

に基づく書面の交付（当

該書面の交付に係る軽微

な変更（第３１条第１項

の規定に基づく軽微な変

更をいう。以下この表に

おいて同じ。）に係る建

築物エネルギー消費性能

向上計画の評価方法が直

近の認定建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の認

定等に係る評価方法と同

一である場合を除く。） 

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に係る建

築物の評価

方法が同一

でない軽微

な変更に関

する証明手

数料 

当該書面の交付の申請に係る１の

建築物ごとに書面の交付を受けよ

うとする次の(１)及び(２)に掲げ

る建築物エネルギー消費性能向上

計画の評価方法の区分に応じ，当該

(１)及び(２)に定める額 

(１) 登録住宅性能評価機関等が

軽微な変更に該当すると認めた

もの 

書面の交付を受けようとする

建築物の住宅以外の用途に供す

る部分の床面積の合計が５，００

０平方メートル未満のものは９

１，６００円，５，０００平方メ

ートル以上１０，０００平方メー

トル未満のものは１４４，９００

円，１０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未満

のものは１８２，９００円，２５，

方メートル未満のものは４９

６，９００円，５０，０００平

方メートル以上のものは６１

９，５００円 

(２)～(４) （省 略）         

９ 建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律

施行規則第２９条の規定

に基づく書面の交付（当

該書面の交付に係る軽微

な変更（第３６条第１項

の規定に基づく軽微な変

更をいう。以下この表に

おいて同じ。）に係る建

築物エネルギー消費性能

向上計画の評価方法が直

近の認定建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の認

定等に係る評価方法と同

一である場合を除く。） 

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に係る建

築物の評価

方法が同一

でない軽微

な変更に関

する証明手

数料 

当該書面の交付の申請に係る１の

建築物ごとに書面の交付を受けよ

うとする次の(１)及び(２)に掲げ

る建築物エネルギー消費性能向上

計画の評価方法の区分に応じ，当該

(１)及び(２)に定める額 

(１) 登録住宅性能評価機関等が

軽微な変更に該当すると認めた

もの 

書面の交付を受けようとする

建築物の住宅以外の用途に供す

る部分の床面積の合計が１，００

０平方メートル未満のものは１

９，０００円，１，０００平方メ

ートル以上２，０００平方メート

ル未満のものは３０，７００円，

２，０００平方メートル以上５，

０００平方メートル未満のもの

は９１，６００円，５，０００平
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

０００平方メートル以上５０，０

００平方メートル未満のものは

２２８，６００円，５０，０００

平方メートル以上のものは３１

９，９００円 

 

 

 

 

 

(２) その他のもの 

モデル建物法による場合にあ

っては書面の交付を受けようと

する建築物の住宅以外の用途に

供する部分の床面積の合計が５，

０００平方メートル未満のもの

は２６９，０００円，５，０００

平方メートル以上１０，０００平

方メートル未満のものは３５１，

１００円，１０，０００平方メー

トル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは４２１，９００

円，２５，０００平方メートル以

上５０，０００平方メートル未満

方メートル以上１０，０００平方

メートル未満のものは１４４，９

００円，１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メートル

未満のものは１８２，９００円，

２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のも

のは２２８，６００円，５０，０

００平方メートル以上のものは

３１９，９００円 

(２) その他のもの 

モデル建物法による場合にあ

っては書面の交付を受けようと

する建築物の住宅以外の用途に

供する部分の床面積の合計が１，

０００平方メートル未満のもの

は１２６，３００円，１，０００

平方メートル以上２，０００平方

メートル未満のものは１６６，２

００円，２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未満

のものは２６９，０００円，５，

０００平方メートル以上１０，０

００平方メートル未満のものは
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のものは４９５，０００円，５０，

０００平方メートル以上のもの

は６４１，１００円，その他の場

合にあっては書面の交付を受け

ようとする建築物の住宅以外の

用途に供する部分の床面積の合

計が５，０００平方メートル未満

のものは５９７，７００円，５，

０００平方メートル以上１０，０

００平方メートル未満のものは

７３６，２００円，１０，０００

平方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは８７０，

１００円，２５，０００平方メー

トル以上５０，０００平方メート

ル未満のものは９９２，６００

円，５０，０００平方メートル以

上のものは１，２３７，７００円 

 

 

 

 

 

 

３５１，１００円，１０，０００

平方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは４２１，

９００円，２５，０００平方メー

トル以上５０，０００平方メート

ル未満のものは４９５，０００

円，５０，０００平方メートル以

上のものは６４１，１００円，そ

の他の場合にあっては書面の交

付を受けようとする建築物の住

宅以外の用途に供する部分の床

面積の合計が１，０００平方メー

トル未満のものは３２４，５００

円，１，０００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満のも

のは４１８，９００円，２，００

０平方メートル以上５，０００平

方メートル未満のものは５９７，

７００円，５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メートル

未満のものは７３６，２００円，

１０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のも

のは８７０，１００円，２５，０
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１０ 建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律

施行規則第２９条の規定

に基づく書面の交付（当

該書面の交付に係る軽微

な変更に係る建築物エネ

ルギー消費性能向上計画

の評価方法が直近の認定

建築物エネルギー消費性

能向上計画の認定等に係

る評価方法と同一である

場合に限る。） 

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に係る建

築物の評価

方法が同一

である軽微

な変更に関

する証明手

数料 

当該書面の交付の申請に係る１の

建築物ごとに書面の交付を受けよ

うとする次の(１)及び(２)に掲げ

る建築物エネルギー消費性能向上

計画の評価方法の区分に応じ，当該

(１)及び(２)に定める額 

(１) 登録住宅性能評価機関等が

軽微な変更に該当すると認めた

もの 

書面の交付を受けようとする

建築物の住宅以外の用途に供す

る部分の床面積の合計が５，００

０平方メートル未満のものは４

６，４００円，５，０００平方メ

ートル以上１０，０００平方メー

トル未満のものは７３，１００

円，１０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未満

のものは９２，１００円，２５，

００平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは９

９２，６００円，５０，０００平

方メートル以上のものは１，２３

７，７００円         

１０ 建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律

施行規則第２９条の規定

に基づく書面の交付（当

該書面の交付に係る軽微

な変更に係る建築物エネ

ルギー消費性能向上計画

の評価方法が直近の認定

建築物エネルギー消費性

能向上計画の認定等に係

る評価方法と同一である

場合に限る。） 

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画に係る建

築物の評価

方法が同一

である軽微

な変更に関

する証明手

数料 

当該書面の交付の申請に係る１の

建築物ごとに書面の交付を受けよ

うとする次の(１)及び(２)に掲げ

る建築物エネルギー消費性能向上

計画の評価方法の区分に応じ，当該

(１)及び(２)に定める額 

(１) 登録住宅性能評価機関等が

軽微な変更に該当すると認めた

もの 

書面の交付を受けようとする

建築物の住宅以外の用途に供す

る部分の床面積の合計が１，００

０平方メートル未満のものは１

０，１００円，１，０００平方メ

ートル以上２，０００平方メート

ル未満のものは１６，０００円，

２，０００平方メートル以上５，

０００平方メートル未満のもの

は４６，４００円，５，０００平
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０００平方メートル以上５０，０

００平方メートル未満のものは

１１４，９００円，５０，０００

平方メートル以上のものは１６

０，６００円 

 

 

 

 

 

(２) その他のもの 

モデル建物法による場合にあ

っては書面の交付を受けようと

する建築物の住宅以外の用途に

供する部分の床面積の合計が５，

０００平方メートル未満のもの

は１３５，１００円，５，０００

平方メートル以上１０，０００平

方メートル未満のものは１７６，

２００円，１０，０００平方メー

トル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは２１１，６００

円，２５，０００平方メートル以

上５０，０００平方メートル未満

方メートル以上１０，０００平方

メートル未満のものは７３，１０

０円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル未

満のものは９２，１００円，２５，

０００平方メートル以上５０，０

００平方メートル未満のものは

１１４，９００円，５０，０００

平方メートル以上のものは１６

０，６００円 

(２) その他のもの 

モデル建物法による場合にあ

っては書面の交付を受けようと

する建築物の住宅以外の用途に

供する部分の床面積の合計が１，

０００平方メートル未満のもの

は６３，７００円，１，０００平

方メートル以上２，０００平方メ

ートル未満のものは８３，７００

円，２，０００平方メートル以上

５，０００平方メートル未満のも

のは１３５，１００円，５，００

０平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは１７
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のものは２４８，１００円，５０，

０００平方メートル以上のもの

は３２１，１００円，その他の場

合にあっては書面の交付を受け

ようとする建築物の住宅以外の

用途に供する部分の床面積の合

計が５，０００平方メートル未満

のものは２９９，５００円，５，

０００平方メートル以上１０，０

００平方メートル未満のものは

３６８，７００円，１０，０００

平方メートル以上２５，０００平

方メートル未満のものは４３５，

７００円，２５，０００平方メー

トル以上５０，０００平方メート

ル未満のものは４９６，９００

円，５０，０００平方メートル以

上のものは６１９，５００円 

 

 

 

 

 

 

６，２００円，１０，０００平方

メートル以上２５，０００平方メ

ートル未満のものは２１１，６０

０円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル未

満のものは２４８，１００円，５

０，０００平方メートル以上のも

のは３２１，１００円，その他の

場合にあっては書面の交付を受

けようとする建築物の住宅以外

の用途に供する部分の床面積の

合計が１，０００平方メートル未

満のものは１６２，９００円，１，

０００平方メートル以上２，００

０平方メートル未満のものは２

１０，０００円，２，０００平方

メートル以上５，０００平方メー

トル未満のものは２９９，５００

円，５，０００平方メートル以上

１０，０００平方メートル未満の

ものは３６８，７００円，１０，

０００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満のものは

４３５，７００円，２５，０００
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１１ 第３６条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能基準の認定の申

請に対する審査 

建築物エネ

ルギー消費

性能基準認

定申請手数

料 

認定申請１件につき，認定の申請を

しようとする次の(１)から(４)ま

でに掲げる建築物の区分に応じ，当

該(１)から(４)までに定める額を

合算した額 

(１) 非住宅建築物 

ア 認定に係る評価方法が登録

住宅性能評価機関等が消費性

能基準に適合すると認めたも

の又は適合判定通知書等によ

り消費性能基準に適合するこ

とが確認できるもの 

床面積の合計が３００平方

メートル未満のものは１１，０

００円，３００平方メートル以

上２，０００平方メートル未満

のものは３０，７００円，２，

０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの

平方メートル以上５０，０００平

方メートル未満のものは４９６，

９００円，５０，０００平方メー

トル以上のものは６１９，５００

円         

１１ 第４１条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能基準の認定の申

請に対する審査 

建築物エネ

ルギー消費

性能基準認

定申請手数

料 

認定申請１件につき，認定の申請を

しようとする次の(１)から(４)ま

でに掲げる建築物の区分に応じ，当

該(１)から(４)までに定める額を

合算した額 

(１) 非住宅建築物 

ア 認定に係る評価方法が登録

住宅性能評価機関等が消費性

能基準に適合すると認めたも

の又は適合判定通知書等によ

り消費性能基準に適合するこ

とが確認できるもの 

床面積の合計が３００平方

メートル未満のものは１１，０

００円，３００平方メートル以

上１，０００平方メートル未満

のものは１９，０００円，１，

０００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のもの
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は９１，６００円，５，０００

平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは１

４４，９００円，１０，０００

平方メートル以上２５，０００

平方メートル未満のものは１

８２，９００円，２５，０００

平方メートル以上５０，０００

平方メートル未満のものは２

２８，６００円，５０，０００

平方メートル以上のものは３

１９，９００円 

 

 

イ 認定に係る評価方法がその

他のもの 

モデル建物法（省令第１条第

１項第１号ロの基準に適合す

ることを確認することをい

う。）による場合にあっては床

面積の合計が３００平方メー

トル未満のものは９９，２００

円，３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満の

は３０，７００円，２，０００

平方メートル以上５，０００平

方メートル未満のものは９１，

６００円，５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メー

トル未満のものは１４４，９０

０円，１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは１８２，９００

円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル

未満のものは２２８，６００

円，５０，０００平方メートル

以上のものは３１９，９００円 

イ 認定に係る評価方法がその

他のもの 

モデル建物法による場合に

あっては床面積の合計が３０

０平方メートル未満のものは

９９，２００円，３００平方メ

ートル以上１，０００平方メー

トル未満のものは１２６，３０

０円，１，０００平方メートル

以上２，０００平方メートル未
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ものは１６６，２００円，２，

０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの

は２６９，０００円，５，００

０平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満のものは

３５１，１００円，１０，００

０平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満のものは

４２１，９００円，２５，００

０平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは

４９５，０００円，５０，００

０平方メートル以上のものは

６４１，１００円，その他の場

合にあっては床面積の合計が

３００平方メートル未満のも

のは２５９，０００円，３００

平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは４１

８，９００円，２，０００平方

メートル以上５，０００平方メ

ートル未満のものは５９７，７

００円，５，０００平方メート

満のものは１６６，２００円，

２，０００平方メートル以上

５，０００平方メートル未満の

ものは２６９，０００円，５，

０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のも

のは３５１，１００円，１０，

０００平方メートル以上２５，

０００平方メートル未満のも

のは４２１，９００円，２５，

０００平方メートル以上５０，

０００平方メートル未満のも

のは４９５，０００円，５０，

０００平方メートル以上のも

のは６４１，１００円，その他

の場合にあっては床面積の合

計が３００平方メートル未満

のものは２５９，０００円，３

００平方メートル以上１，００

０平方メートル未満のものは

３２４，５００円，１，０００

平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは４１

８，９００円，２，０００平方
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ル以上１０，０００平方メート

ル未満のものは７３６，２００

円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル

未満のものは８７０，１００

円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル

未満のものは９９２，６００

円，５０，０００平方メートル

以上のものは１，２３７，７０

０円 

 

 

 

(２)～(４) （省 略）        

１２ 第３０条第１項（第３１

条第２項において準用す

る場合を含む。）又は第

３６条第２項の認定を受

けたことの証明 

（省 略） 

 

メートル以上５，０００平方メ

ートル未満のものは５９７，７

００円，５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メート

ル未満のものは７３６，２００

円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル

未満のものは８７０，１００

円，２５，０００平方メートル

以上５０，０００平方メートル

未満のものは９９２，６００

円，５０，０００平方メートル

以上のものは１，２３７，７０

０円 

(２)～(４) （省 略）        

１２ 第３５条第１項（第３６

条第２項において準用す

る場合を含む。）又は第

４１条第２項の認定を受

けたことの証明 

（省 略） 

 

備考 備考 

１～８ （省 略） １～８ （省 略） 

 ９ この表において「建築物の用途」とは，消費性能基準に適合させなけ

ればならない建築物の部分の用途をいう。 
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 10 この表において「工場等」とは，工場，危険物の貯蔵又は処理に供す

るもの，水産物の増殖場又は養殖場，倉庫，卸売市場，火葬場，と畜場，

汚物処理場，ごみ焼却場その他これらに類するものをいう。 

９ （省 略） 11 （省 略） 

10 この表の１の項から３の項までにおいて「床面積の合計」とは，判定

等に係る建築物の部分の床面積の合計をいう。ただし，変更の判定の申

請（判定等に係る部分の床面積の増加を含むものに限る。）をする場合

にあっては，当該増加に係る部分の床面積の合計に，当該増加に係る部

分以外の部分の床面積の合計に０．５を乗じて得た面積を加えた面積と

する。 

12 この表の１の項，３の項及び４の項において「床面積の合計」とは，

判定等に係る建築物の部分の床面積（増築（増築後に既存の建築物と当

該増築に係る部分が一の建築物となるものに限る。）又は改築の判定等

であって，当該増築又は改築に係る建築物のうち当該増築又は改築をす

る部分以外の部分に省令第１条第１項第１号ただし書に規定する国土

交通大臣がエネルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法

により同号イに規定する設計一次エネルギー消費量及び基準一次エネ

ルギー消費量の計算を要しない部分があるときは，当該部分の床面積を

除く。）の合計をいう。ただし，変更の判定の申請（判定等に係る建築

物の部分の床面積の合計の増加を含むものに限る。）をする場合にあっ

ては，当該増加に係る部分の床面積の合計に，当該増加に係る部分以外

の部分の床面積の合計に０．５を乗じて得た面積を加えた面積とする。 

 13 この表の２の項において「床面積の合計」とは，判定等に係る建築物

の部分の床面積の合計をいう。ただし，変更の判定の申請（判定等に係

る建築物の部分の床面積の合計の増加を含むものに限る。）をする場合

にあっては，当該増加に係る部分の床面積の合計に，当該増加に係る部

分以外の部分の床面積の合計に０．５を乗じて得た面積を加えた面積と

する。 

11 この表の５の項において「床面積の合計」とは，認定等に係る建築物

の部分の床面積（共同住宅等又は複合建築物であって，当該建築物につ

14 この表の５の項において「床面積の合計」とは，認定等に係る建築物

の部分の床面積（共同住宅等又は複合建築物であって，当該建築物につ
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いて省令第４条第３項第２号の規定により住宅の用途に供する部分の

設計一次エネルギー消費量を算出する場合（以下この表において「共同

住宅等の共用部分を評価しない場合」という。）については，当該認定

等に係る建築物の部分の床面積から当該部分に係る住宅共用部分の床

面積を除いた床面積）の合計をいう。ただし，第３１条第１項の変更の

認定の申請（認定等に係る建築物の部分の床面積の合計の増加を含むも

のに限る。）をする場合にあっては，当該増加に係る建築物の部分の床

面積（共同住宅等の共用部分を評価しない場合については，当該増加に

係る部分の床面積から当該部分に係る住宅共用部分の床面積を除いた

床面積）の合計に，当該増加に係る部分以外の部分の床面積（共同住宅

等の共用部分を評価しない場合については，当該増加に係る部分以外の

部分の床面積から当該部分に係る住宅共用部分の床面積を除いた床面

積）の合計に０．５を乗じて得た面積を加えた面積とする。 

いて省令第４条第３項第２号の規定により住宅の用途に供する部分の

設計一次エネルギー消費量を算出する場合（以下この表において「共同

住宅等の共用部分を評価しない場合」という。）については，当該認定

等に係る建築物の部分の床面積から当該部分に係る住宅共用部分の床

面積を除いた床面積）の合計をいう。ただし，第３６条第１項の変更の

認定の申請（認定等に係る建築物の部分の床面積の合計の増加を含むも

のに限る。）をする場合にあっては，当該増加に係る建築物の部分の床

面積（共同住宅等の共用部分を評価しない場合については，当該増加に

係る部分の床面積から当該部分に係る住宅共用部分の床面積を除いた

床面積）の合計に，当該増加に係る部分以外の部分の床面積（共同住宅

等の共用部分を評価しない場合については，当該増加に係る部分以外の

部分の床面積から当該部分に係る住宅共用部分の床面積を除いた床面

積）の合計に０．５を乗じて得た面積を加えた面積とする。 

12 （省 略） 15 （省 略） 

13 備考の９及び備考の１２に定めるもののほか，この表の７の項の(１)

の床面積の合計及び同項の(２)ア及びイの床面積の合計の算定方法は，

豊中市建築基準法施行条例第６４条第１０項の規定の例による。 

16 備考の１１及び備考の１５に定めるもののほか，この表の７の項の

(１)の床面積の合計及び同項の(２)ア及びイの床面積の合計の算定方

法は，豊中市建築基準法施行条例第６４条第１０項の規定の例による。 

  14～17 （省 略） 17～20 （省 略） 

（豊中市建築基準法施行条例の一部改正） 

第２条 豊中市建築基準法施行条例（平成１６年豊中市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（確認及び検査等の手数料） （確認及び検査等の手数料） 
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第６４条 （省 略） 第６４条 （省 略） 

２～６ （省 略） ２～６ （省 略） 

７ 法第７条第１項の規定に基づく完了検査の申請（当該申請に係る建築物の

工事が建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第

５３号。以下「建築物省エネルギー法」という。）第１１条第１項の規定に

基づく特定建築行為である場合に限る。）又は法第１８条第１６項の規定に

基づく通知（当該通知に係る建築物の工事が建築物省エネルギー法第１１条

第１項の規定に基づく特定建築行為である場合に限る。）をしようとする者

は，第２項及び第５項に定める手数料のほか，建築物ごとに次の表の中欄に

掲げる床面積の合計の区分に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げる金額の手数

料を納めなければならない。 

７ 法第７条第１項の規定に基づく完了検査の申請（当該申請に係る建築物の

工事が建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第

５３号。以下「建築物省エネルギー法」という。）第１１条第１項の規定に

基づく特定建築行為である場合に限る。）又は法第１８条第１６項の規定に

基づく通知（当該通知に係る建築物の工事が建築物省エネルギー法第１１条

第１項の規定に基づく特定建築行為である場合に限る。）をしようとする者

は，第２項及び第５項に定める手数料のほか，建築物ごとに次の表の中欄に

掲げる区分に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げる金額の手数料を納めなけれ

ばならない。 

 床面積の合計 金額 

１ ２，０００平方メートル未満のもの １１２，８００円 

２ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メー

トル未満のもの 

１８１，３００円 

３ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メ

ートル未満のもの 

２３５，４００円 

４ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方

メートル未満のもの 

２８２，５００円 

５ ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方

メートル未満のもの 

３３１，５００円 

６ ５０，０００平方メートル以上のもの ４２８，１００円 
 

 区分 金額 

床面積の合計 建築物の用途 

１ １，０００平方メートル未満の

もの 

工場等のみのもの １９，５００円 

その他のもの ８５，５００円 

２ １，０００平方メートル以上２，

０００平方メートル未満のもの 

工場等のみのもの ２７，９００円 

その他のもの １１２，８００円 

３ ２，０００平方メートル以上５，

０００平方メートル未満のもの 

工場等のみのもの ７０，２００円 

その他のもの １８１，３００円 

４ ５，０００平方メートル以上１

０，０００平方メートル未満の

もの 

工場等のみのもの １０５，４００円 

その他のもの ２３５，４００円 

    

５ １０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満

工場等のみのもの １３１，６００円     

その他のもの ２８２，５００円 
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のもの     

６ ２５，０００平方メートル以上

５０，０００平方メートル未満

のもの 

工場等のみのもの １６３，３００円 

その他のもの ３３１，５００円 

７ ５０，０００平方メートル以上

のもの 

工場等のみのもの ２２６，９００円 

その他のもの ４２８，１００円 
 

８～12 （省 略） ８～12 （省 略） 

13 第７項の表の中欄に掲げる床面積の合計は，建築物省エネルギー法第２条

第３号の規定に基づく建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければ

ならない建築物の部分の床面積の合計をいう。ただし，建築物の増築をする

場合（増築後に既存の建築物と当該増築に係る部分が一の建築物となる場合

に限る。）において，都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律

第８４号）第５５条第１項又は建築物省エネルギー法第３１条第１項の変更

の認定を受け，かつ，当該認定を建築物省エネルギー法第１２条第３項の通

知書の交付を受けたものとみなしたときは，当該増築に係る部分の床面積の

合計に，当該増築する部分以外の部分の床面積の合計に０．５を乗じて得た

面積を加えた面積とする。 

13 第７項の表の中欄に掲げる床面積の合計は，建築物省エネルギー法第２条

第１項第３号の規定に基づく建築物エネルギー消費性能基準（以下「消費性

能基準」という。）に適合させなければならない建築物の部分の床面積（増

築（増築後に既存の建築物と当該増築に係る部分が一の建築物となるものに

限る。以下この項において同じ。）又は改築（以下この項において「増築等」

という。）をする場合において，当該増築等に係る建築物のうち当該増築等

をする部分以外の部分に建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平

成２８年経済産業省・国土交通省令第１号）第１条第１項第１号ただし書に

規定する国土交通大臣がエネルギー消費性能を適切に評価できる方法と認

める方法により同号イに規定する設計一次エネルギー消費量及び基準一次

エネルギー消費量の計算を要しない部分があるときは，当該部分の床面積を

除く。）の合計をいう。ただし，建築物の増築をする場合において，都市の

低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）第５５条第１項又

は建築物省エネルギー法第３６条第１項の変更の認定を受け，かつ，当該認

定を建築物省エネルギー法第１２条第３項の通知書の交付を受けたものと

みなしたときは，当該増築に係る部分の床面積の合計に，当該増築する部分

以外の部分の床面積の合計に０．５を乗じて得た面積を加えた面積とする。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 14 第７項の表の中欄に掲げる建築物の用途は，消費性能基準に適合させなけ

ればならない建築物の部分の用途をいう。 

 15 第７項の表の中欄に掲げる工場等は，工場，危険物の貯蔵又は処理に供す

るもの，水産物の増殖場又は養殖場，倉庫，卸売市場，火葬場，と畜場，汚

物処理場，ごみ焼却場その他これらに類するものをいう。 

14～16 （省 略） 16～18 （省 略） 

附 則 

１ この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の手数料条例別表第２８の２及び別表第３１の規定は，この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後にされる申請及び書

面の交付に係る手数料について適用し，施行日前にされた申請及び書面の交付に係る手数料については，なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の豊中市建築基準法施行条例第６４条第７項の規定は，施行日以後にされる申請及び通知に係る手数料について適用し，施行日前

にされた申請及び通知に係る手数料については，なお従前の例による。 
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市議案第２２号  

豊中市介護保険条例の一部を改正する条例の設定

について  

 豊 中市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように設定

するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出          

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 令 和３年度から令和５年度までの各年度における介護保険第

１号被保険者の保険料率を定めるとともに，所得の低い介護保

険第１号被保険者の保険料率についての減額措置その他所要の

規定を改正するため，提案するものである。  
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豊中市条例第  号 

豊中市介護保険条例の一部を改正する条例 

豊中市介護保険条例（平成１２年豊中市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（保険料率） （保険料率） 

第３条 平成３０年度から令和２年度までの各年度における保険料率は，次の

各号に掲げる第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者を

いう。以下同じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額とする。 

第３条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率は，次の各

号に掲げる第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をい

う。以下同じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「法施行令」と

いう。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３７，２４８円 

(１) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「法施行令」と

いう。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３８，２０２円 

(２) 法施行令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５４，００９円 (２) 法施行令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５５，３９２円 

(３) 法施行令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５５，８７２円 (３) 法施行令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５７，３０３円 

(４) 法施行令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６５，１８４円 (４) 法施行令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６６，８５３円 

(５) 法施行令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７４，４９６円 (５) 法施行令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７６，４０４円 

(６) 次のいずれかに該当する者 ８４，１８０円 (６) 次のいずれかに該当する者 ８６，３３６円 

ア 合計所得金額（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第

１項第１３号に規定する合計所得金額をいう。租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項，第３４条第１

項，第３４条の２第１項，第３４条の３第１項，第３５条第１項，第３

５条の２第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には，当該合計所

得金額から法施行令第３８条第４項に規定する特別控除額を控除して

得た額とする。以下同じ。）が１，２００，０００円未満であり，かつ，

前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第

１項第１３号に規定する合計所得金額をいう。租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項，第３４条第１

項，第３４条の２第１項，第３４条の３第１項，第３５条第１項，第３

５条の２第１項，第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適用がある

場合には，当該合計所得金額から法施行令第２２条の２第２項に規定す

る特別控除額を控除して得た額とし，当該合計所得金額が零を下回る場

合には，零とする。以下同じ。）が１，２００，０００円未満であり，
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に

規定する要保護者をいう。以下同じ。）であって，その者が課される保

険料額についてこの号の区分による額を適用されたならば保護（生活保

護法第２条に規定する保護をいう。以下同じ。）を必要としない状態と

なるもの（法施行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）

又は次号イ，第８号イ，第９号イ，第１０号イ，第１１号イ，第１２号

イ，第１３号イ，第１４号イ若しくは第１５号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に

規定する要保護者をいう。以下同じ。）であって，その者が課される保

険料額についてこの号の区分による額を適用されたならば保護（生活保

護法第２条に規定する保護をいう。以下同じ。）を必要としない状態と

なるもの（法施行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）

又は次号イ，第８号イ，第９号イ，第１０号イ，第１１号イ，第１２号

イ，第１３号イ，第１４号イ，第１５号イ，第１６号イ若しくは第１７

号イに該当する者を除く。） 

(７) 次のいずれかに該当する者 ８４，５５２円 (７) 次のいずれかに該当する者 ８６，７１８円 

ア （省 略） ア （省 略） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第９号イ，第１０号イ，第１１号イ，第１２号イ，第１３号イ，第１４

号イ若しくは第１５号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第９号イ，第１０号イ，第１１号イ，第１２号イ，第１３号イ，第１４

号イ，第１５号イ，第１６号イ若しくは第１７号イに該当する者を除

く。） 

(８) 次のいずれかに該当する者 ９４，２３７円 (８) 次のいずれかに該当する者 ９６，６５１円 

ア （省 略） ア （省 略） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１０号イ，第１１号イ，第１２号イ，第１３号イ，第１４号イ若しく

は第１５号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１０号イ，第１１号イ，第１２号イ，第１３号イ，第１４号イ，第１

５号イ，第１６号イ若しくは第１７号イに該当する者を除く。） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

(９) 次のいずれかに該当する者 ９４，９８２円 (９) 次のいずれかに該当する者 ９７，４１５円 

ア 合計所得金額が１，９００，０００円以上２，０００，０００円未満

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が１，９００，０００円以上２，１００，０００円未満

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１１号イ，第１２号イ，第１３号イ，第１４号イ若しくは第１５号イ

に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１１号イ，第１２号イ，第１３号イ，第１４号イ，第１５号イ，第１

６号イ若しくは第１７号イに該当する者を除く。） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １１２，８６１円 (10) 次のいずれかに該当する者 １１５，７５２円 

ア 合計所得金額が２，０００，０００円以上２，９００，０００円未満

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が２，１００，０００円以上２，９００，０００円未満

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１２号イ，第１３号イ，第１４号イ若しくは第１５号イに該当する者

を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１２号イ，第１３号イ，第１４号イ，第１５号イ，第１６号イ若しく

は第１７号イに該当する者を除く。） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １１３，６０６円 (11) 次のいずれかに該当する者 １１６，５１６円 

ア 合計所得金額が２，９００，０００円以上３，０００，０００円未満

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が２，９００，０００円以上３，２００，０００円未満

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１３号イ，第１４号イ若しくは第１５号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１３号イ，第１４号イ，第１５号イ，第１６号イ若しくは第１７号イ

69



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

に該当する者を除く。） 

(12) 次のいずれかに該当する者 １３２，２３０円 (12) 次のいずれかに該当する者 １３５，６１７円 

ア 合計所得金額が３，０００，０００円以上４，０００，０００円未満

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が３，２００，０００円以上４，０００，０００円未満

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１４号イ若しくは第１５号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１４号イ，第１５号イ，第１６号イ若しくは第１７号イに該当する者

を除く。） 

(13) 次のいずれかに該当する者 １４１，５４２円 (13) 次のいずれかに該当する者 １４５，１６７円 

ア （省 略） ア （省 略） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ

若しくは第１５号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ，

第１５号イ，第１６号イ若しくは第１７号イに該当する者を除く。） 

(14) 次のいずれかに該当する者 １４８，９９２円 (14) 次のいずれかに該当する者 １５２，８０８円 

ア （省 略） ア （省 略） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ

に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ,

第１６号イ若しくは第１７号イに該当する者を除く。） 

(15) 次のいずれかに該当する者 １６３，８９１円 (15) 次のいずれかに該当する者 １６８，０８８円 

ア （省 略） ア （省 略） 

70



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）に該当する

者を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ

若しくは第１７号イに該当する者を除く。） 

 (16) 次のいずれかに該当する者 １９１，０１０円 

ア 合計所得金額が１０，０００，０００円以上１５，０００，０００円

未満であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イ

に該当する者を除く。） 

 (17) 次のいずれかに該当する者 ２１３，９３１円 

ア 合計所得金額が１５，０００，０００円以上２５，０００，０００円

未満であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（法施

行令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）に該当する

者を除く。） 

(16) 前各号のいずれにも該当しない者 １７８，７９０円 (18) 前各号のいずれにも該当しない者 ２３６，８５２円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和２年度における保険料率は，同号の規定にかかわらず，２２，３４８円

とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和３年度から令和５年度までにおける保険料率は，同号の規定にかかわら

ず，２２，９２１円とする。 

３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和２年度における保険料率は，同号の規定にかかわらず，３５，３８５

３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和３年度から令和５年度までにおける保険料率は，同号の規定にかかわ

71



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

円とする。 らず，３６，２９１円とする。 

４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和２年度における保険料率は，同号の規定にかかわらず，５２，１４７

円とする。 

４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和３年度から令和５年度までにおける保険料率は，同号の規定にかかわ

らず，５３，４８２円とする。 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格の取得，喪失等があった場合） （賦課期日後において第１号被保険者の資格の取得，喪失等があった場合） 

第５条 （省 略） 第５条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 保険料の賦課期日後に法施行令第３９条第１項第１号イ（同号に規定する

老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び（１）に係る者を除く。），

ロ若しくはニ，第２号ロ，第３号ロ，第４号ロ若しくは第５号ロ又は第３条

第１項第６号イ，第７号イ，第８号イ，第９号イ，第１０号イ，第１１号イ，

第１２号イ，第１３号イ，第１４号イ若しくは第１５号イに該当するに至っ

た第１号被保険者に係る保険料の額は，当該該当するに至った日の属する月

の前月まで月割りにより算定した当該第１号被保険者に係る保険料の額と

当該該当するに至った日の属する月から法施行令第３９条第１項第１号か

ら第５号まで又は第３条第１項第６号から第１５号までのいずれかに規定

する者として月割りにより算定した保険料の額の合算額とする。 

３ 保険料の賦課期日後に法施行令第３９条第１項第１号イ（同号に規定する

老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び（１）に係る者を除く。），

ロ若しくはニ，第２号ロ，第３号ロ，第４号ロ若しくは第５号ロ又は第３条

第１項第６号イ，第７号イ，第８号イ，第９号イ，第１０号イ，第１１号イ，

第１２号イ，第１３号イ，第１４号イ，第１５号イ，第１６号イ若しくは第

１７号イに該当するに至った第１号被保険者に係る保険料の額は，当該該当

するに至った日の属する月の前月まで月割りにより算定した当該第１号被

保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属する月から法施行

令第３９条第１項第１号から第５号まで又は第３条第１項第６号から第１

７号までのいずれかに規定する者として月割りにより算定した保険料の額

の合算額とする。 

４ （省 略） ４ （省 略） 

附 則 附 則 

１～15 （省 略） １～15 （省 略） 

16 第１号被保険者のうち，令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４０年

法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３項
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

に規定する公的年金等に係る所得が含まれている者の令和３年度における

保険料率の算定についての第３条第１項（第６号ア，第７号ア，第８号ア，

第９号ア，第１０号ア，第１１号ア，第１２号ア，第１３号ア，第１４号ア，

第１５号ア，第１６号ア及び第１７号アに係る部分に限る。）の規定の適用

については，同項第６号ア中「租税特別措置法」とあるのは，「所得税法第

２８条第１項に規定する給与所得及び同法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得の合計額については，同法第２８条第２項の規定によって

計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によって計算した金額

の合計額から１００,０００円を控除して得た額（当該額が零を下回る場合

には，零とする。）によるものとし，租税特別措置法」とする。 

 17 前項の規定は，令和４年度における保険料率の算定について準用する。こ

の場合において，同項中「令和２年」とあるのは，「令和３年」と読み替え

るものとする。 

 18 附則第１６項の規定は，令和５年度における保険料率の算定について準用

する。この場合において，同項中「令和２年」とあるのは，「令和４年」と

読み替えるものとする。 

附 則 

１ この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

２ 令和２年度までの各年度における保険料率については，なお従前の例による。 
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市議案第２３号  

豊中市保健センター条例の一部を改正する条例の

設定について  

 豊 中市保健センター条例の一部を改正する条例を次のように

設定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出          

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 庄 内保健センターの休日における急病患者の診療及び障害者

の歯科診療に関する事業を廃止するため，提案するものである。 

74



豊中市条例第  号 

豊中市保健センター条例の一部を改正する条例 

豊中市保健センター条例（昭和４２年豊中市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（事業） （事業） 

第３条 （省 略） 第３条 （省 略） 

２ 前項の規定にかかわらず，豊中市立庄内保健センター及び豊中市立千里保

健センターで行う事業は，次のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，豊中市立千里保健センターで行う事業は，同項

第１号及び第４号に掲げる事業とする。 

(１) 豊中市立庄内保健センター 

ア 前項各号に掲げる事業 

イ 休日における急病患者の診療に関すること。 

ウ 障害者の歯科診療に関すること。 

 

(２) 豊中市立千里保健センター 前項第１号及び第４号に掲げる事業  

３ （省 略） ３ （省 略） 

（事業に係る使用料等） 

第４条 前条第２項第１号イ及びウに規定する事業に係る使用料及び手数料

については，豊中市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年豊中市条例

第４７号）の料金，手数料及び徴収に関する規定の例による。 

 

（使用承認） （使用承認） 

第５条 （省 略） 第４条 （省 略） 

（使用制限） （使用制限） 

第６条 （省 略） 第５条 （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（使用承認の取消し等） （使用承認の取消し等） 

第７条 （省 略） 第６条 （省 略） 

（入館の禁止） （入館の禁止） 

第８条 （省 略） 第７条 （省 略） 

（施設に係る使用料等） （施設に係る使用料等） 

第９条 （省 略） 第８条 （省 略） 

（使用料の返還） （使用料の返還） 

第１０条 （省 略） 第９条 （省 略） 

（使用者の義務） （使用者の義務） 

第１１条 （省 略） 第１０条 （省 略） 

（設備の承認等） （設備の承認等） 

第１２条 （省 略） 第１１条 （省 略） 

２ 使用者は，前項の規定により設備又は装飾をしたときは，使用後速やかに

これを撤去して原状に回復しなければならない。第７条第１項の規定により

使用承認を取り消されたときも同様とする。 

２ 使用者は，前項の規定により設備又は装飾をしたときは，使用後速やかに

これを撤去して原状に回復しなければならない。第６条第１項の規定により

使用承認を取り消されたときも同様とする。 

３ （省 略） ３ （省 略） 

（損害賠償） （損害賠償） 

第１３条 （省 略） 第１２条 （省 略） 

（委任規定） （委任規定） 

第１４条 （省 略） 第１３条 （省 略） 

附 則 

１ この条例は，令和３年４月１日から施行する。 
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２ この条例の施行の日前の診療に係る使用料及び請求に係る手数料については，なお従前の例による。 
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市議案第２４号  

豊中市食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

の設定について  

 豊 中市食品衛生法施行条例の一部を改正する条例を次のよう

に設定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出        

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹   

内  繁  樹   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

食 品 衛 生 法 等 の 改 正 に よ る 営 業 許 可 業 種 の 見 直 し に 伴 い 営

業許可に係る手数料の額を定めるとともに，その他所要の規定

を改正するため，提案するものである。  
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豊中市条例第  号 

豊中市食品衛生法施行条例の一部を改正する条例 

 豊中市食品衛生法施行条例（平成２３年豊中市条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（定義） （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は，法及び食品衛生法施行令（昭和２８

年政令第２２９号）の例による。 

第２条 この条例における用語の意義は，法及び食品衛生法施行令（昭和２８

年政令第２２９号。以下「令」という。）の例による。 

（食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準） （食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準） 

第３条 食品衛生法施行令第８条第１項に規定する基準は，次のとおりとす

る。 

第３条 令第８条第１項に規定する基準は，次のとおりとする。ただし，法第

２９条の製品検査及び試験に関する事務の一部の実施が他の都道府県等が

設置する食品衛生検査施設又は登録検査機関への委託により，緊急時を含め

て確保される場合は，当該事務の一部に係る設備については，この限りでな

い。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

第４条 削除  

（許可証の交付等） （許可証の交付等） 

第５条 市長は，法第５２条第１項の許可（以下「営業許可」という。）をし

たときは，許可証を交付しなければならない。 

第４条 市長は，法第５５条第１項の許可（以下「営業許可」という。）をし

たときは，許可証を交付しなければならない。 

２ 営業許可を受けた者（以下「許可営業者」という。）は，前項の許可証を

営業の施設の見やすい場所に掲示しなければならない。ただし，自動販売機

のみを用いて営業を行う場合は，この限りでない。 

２ 営業許可を受けた者（以下「許可営業者」という。）は，前項の許可証を

営業の施設の見やすい場所に掲示しなければならない。ただし，令第３５条

第２号に掲げる営業を行う場合は，この限りでない。 

３ 許可営業者のうち自動販売機を用いて営業を行う者は，市長が交付する許

可済証を自動販売機ごとに当該自動販売機の見やすい箇所に貼り付けなけ

３ 令第３５条第２号に掲げる営業を行う者は，市長が交付する許可済証を自

動販売機ごとに当該自動販売機の見やすい箇所に貼り付けなければならな
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

ればならない。 い。 

（廃業等の届出） （廃業等の届出） 

第６条 第５条 許可営業者は，食品衛生法施行規則（昭和２３年厚生省令第２３号）

第７１条の２の届出書を提出するときは，前条第１項の許可証を添えて提出

しなければならない。 

１ 許可営業者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合において

は，当該各号に定める者は，速やかに，前条第１項の許可証を添えてその旨

を市長に届け出なければならない。 

２ 許可営業者又は法第５７条第１項の規定による営業の届出をした者（以下

「届出営業者」という。）が次の各号のいずれかに該当することとなった場

合においては，当該各号に定める者は，速やかに，その旨を市長に届け出な

ければならない。この場合において，営業許可に係る営業にあっては，前条

第１項の許可証を添付しなければならない。 

(１) 営業許可に係る営業を廃止した場合 許可営業者  

(２) 死亡し，又は失踪の宣告を受けた場合（法第５３条第２項の規定によ

る届出（以下「地位の承継の届出」という。）をする場合を除く。) 戸

籍法（昭和２２年法律第２２４号）第８７条の規定による届出義務者 

(１) 死亡し，又は失踪の宣告を受けた場合（法第５６条第２項の規定によ

る届出（以下「地位の承継の届出」という。）をする場合を除く。） そ

の相続人 

(３) （省 略） (２) （省 略） 

(４) 許可営業者について破産手続開始の決定があった場合 その破産管

財人 

(３) 許可営業者又は届出営業者について破産手続開始の決定があった場

合 その破産管財人 

(５) （省 略） (４) （省 略） 

（手数料） （手数料） 

第７条 （省 略） 第６条 （省 略） 

（委任） （委任） 

第８条 （省 略） 第７条 （省 略） 

別表 別表 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

営業 金額 

飲食店営業 許可            １６，０００円 

（営業を露店（出店の都度組み立てる組立式店

舗又は屋台等をいう。以下同じ。）により行う

場合にあっては，８，０００円） 

 許可の更新         １２，８００円

（営業を露店により行う場合にあっては，６，

４００円） 

喫茶店営業 許可             ９，６００円 

（営業を露店により行う場合にあっては，６，

７００円） 

許可の更新          ７，６８０円 

（営業を露店により行う場合にあっては，５，

３６０円） 

菓子製造業 許可            １４，０００円 

（営業を露店により行う場合にあっては，７，

６００円） 

許可の更新         １１，２００円 

（営業を露店により行う場合にあっては，６，

０８０円） 

あん類製造業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

アイスクリーム類製造業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

営業 金額 

飲食店営業 許可            １６，０００円 

（営業を露店（出店の都度組み立てる組立式店

舗又は屋台等をいう。以下同じ。）により行う

場合にあっては，８，０００円） 

 許可の更新         １２，８００円

（営業を露店により行う場合にあっては，６，

４００円） 

調理の機能を有する自動販売

機により食品を調理し，調理さ

れた食品を販売する営業 

許可             ９，６００円 

許可の更新          ７，６８０円 

食肉販売業 許可             ９，６００円 

許可の更新          ７，６８０円 

魚介類販売業 許可             ９，６００円 

許可の更新          ７，６８０円 

魚介類競り売り営業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

集乳業 許可             ９，６００円 

許可の更新          ７，６８０円 

乳処理業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

特別牛乳搾取処理業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

食肉処理業 許可            ２１，０００円 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

乳処理業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

特別牛乳搾取処理業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

乳製品製造業 許可            ２１，０００円 

 許可の更新         １６，８００円 

集乳業 許可             ９，６００円 

許可の更新          ７，６８０円 

乳類販売業 許可             ９，６００円 

許可の更新          ７，６８０円 

食肉処理業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

食肉販売業 許可             ９，６００円 

許可の更新          ７，６８０円 

食肉製品製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

魚介類販売業 許可             ９，６００円 

許可の更新          ７，６８０円 

魚介類競り売り営業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

魚肉練り製品製造業 許可            １６，０００円 

許可の更新         １２，８００円 

食品の冷凍又は冷蔵業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

許可の更新         １６，８００円 

食品の放射線照射業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

菓子製造業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

アイスクリーム類製造業 許可            １４，０００円 

 許可の更新         １１，２００円 

乳製品製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

清涼飲料水製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

食肉製品製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

水産製品製造業 許可            １６，０００円 

許可の更新         １２，８００円 

氷雪製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

液卵製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

食用油脂製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

みそ又はしょうゆ製造業 許可            １６，０００円 

許可の更新         １２，８００円 

酒類製造業 許可            １６，０００円 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

食品の放射線照射業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

清涼飲料水製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

乳酸菌飲料製造業 許可            １４，０００円 

 許可の更新         １１，２００円 

氷雪製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

氷雪販売業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

食用油脂製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

マーガリン又はショートニン

グ製造業 

許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

みそ製造業 許可            １６，０００円 

許可の更新         １２，８００円 

しょうゆ製造業 許可            １６，０００円 

許可の更新         １２，８００円 

ソース類製造業 許可            １６，０００円 

許可の更新         １２，８００円 

酒類製造業 許可            １６，０００円 

許可の更新         １２，８００円 

豆腐製造業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

許可の更新         １２，８００円 

豆腐製造業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

納豆製造業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

麺類製造業 許可            １４，０００円 

 許可の更新         １１，２００円 

そうざい製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

複合型そうざい製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

冷凍食品製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

複合型冷凍食品製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

漬物製造業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

密封包装食品製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

食品の小分け業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

添加物製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

備考 許可営業者から当該営業を譲り受けた場合であって，当該施設の構造
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

納豆製造業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

麺類製造業 許可            １４，０００円 

許可の更新         １１，２００円 

そうざい製造業 許可            ２１，０００円 

 許可の更新         １６，８００円 

缶詰又は瓶詰食品製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 

添加物製造業 許可            ２１，０００円 

許可の更新         １６，８００円 
 

及び設備に変更がないときの手数料の金額は，当該営業に係る許可の更新

の金額とする。 

備考 許可営業者から当該営業を譲り受けた場合であって，当該営業設備の

構造に変更がないときの手数料の金額は，当該営業に係る許可の更新の金

額とする。 

 

   附 則 

１ この条例は，令和３年６月１日から施行する。ただし，第３条にただし書を加える改正規定は，公布の日から施行する。 

２ 食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令（令和元年政令第１２３号。以下「改正政令」という。）

附則第２条第１項又は第２項の規定によりなお従前の例により営業を行うことができる者がこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後当該営業につ

いて最初に行う許可の申請（改正政令第１条の規定による改正後の食品衛生法施行令（昭和２８年政令第２２９号）第３５条第２６号及び第２８号に掲げる営

業の許可の申請を除く。）に係る手数料の金額は，当該営業に係るこの条例による改正後の豊中市食品衛生法施行条例別表に定める許可の更新の金額とする。 

３ 施行日前の許可の申請に係るこの条例による改正前の豊中市食品衛生法施行条例別表の規定による手数料については，なお従前の例による。 

４ 手数料条例（平成１２年豊中市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

  別表第３２を削り，別表第３１の２を別表第３２とする。 

５ 施行日前の許可の申請に係る前項の規定による改正前の手数料条例別表第３２の規定による手数料については，なお従前の例による。 
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市議案第２５号  

豊中市国民健康保険条例の一部を改正する条例の

設定について  

 豊 中市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように

設定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出          

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 国 民健康保険法施行令の改正に伴い，基礎賦課額の所得割額

の算定方法を改正するため，提案するものである。  
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豊中市条例第  号 

豊中市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

豊中市国民健康保険条例（昭和３５年豊中市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の算定） （一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の算定） 

第１０条 前条の所得割額は，一般被保険者に係る賦課期日の属する年の前年

の所得に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の２第１項

に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額（同法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項の規定

の適用がある場合には，その適用後の金額），同法附則第３３条の３第５項

に規定する土地等に係る事業所得等の金額，同法附則第３４条第４項に規定

する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３

３条の４第１項若しくは第２項，第３４条第１項，第３４条の２第１項，第

３４条の３第１項，第３５条第１項，第３５条の２第１項又は第３６条の規

定の適用がある場合には，これらの規定の適用により同法第３１条第１項に

規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額），地方税法

附則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第３３

条の４第１項若しくは第２項，第３４条第１項，第３４条の２第１項，第３

４条の３第１項，第３５条第１項又は第３６条の規定の適用がある場合に

は，これらの規定の適用により同法第３２条第１項に規定する短期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金額），地方税法附則第３５条の２第５

項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３第

１５項の規定の適用がある場合には，その適用後の金額），同法附則第３５

第１０条 前条の所得割額は，一般被保険者に係る賦課期日の属する年の前年

の所得に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の２第１項

に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額（同法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項の規定

の適用がある場合には，その適用後の金額），同法附則第３３条の３第５項

に規定する土地等に係る事業所得等の金額，同法附則第３４条第４項に規定

する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３

３条の４第１項若しくは第２項，第３４条第１項，第３４条の２第１項，第

３４条の３第１項，第３５条第１項，第３５条の２第１項，第３５条の３第

１項又は第３６条の規定の適用がある場合には，これらの規定の適用により

同法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控

除した金額），地方税法附則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額

（租税特別措置法第３３条の４第１項若しくは第２項，第３４条第１項，第

３４条の２第１項，第３４条の３第１項，第３５条第１項又は第３６条の規

定の適用がある場合には，これらの規定の適用により同法第３２条第１項に

規定する短期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額），地方税法

附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同

法附則第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には，その適用後の金
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則

第３５条の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しくは第１５項の

規定の適用がある場合には，その適用後の金額），同法附則第３５条の４第

４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４の２

第７項の規定の適用がある場合には，その適用後の金額），外国居住者等の

所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年

法律第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２項に

おいて準用する場合を含む。第１６条第１項第１号において同じ。）に規定

する特例適用利子等の額，同法第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１

６条第３項において準用する場合を含む。同号において同じ。）に規定する

特例適用配当等の額，租税条約等の実施に伴う所得税法，法人税法及び地方

税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。第１６条において「租

税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１０項に規定する条約適

用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下

この条において同じ。）の合計額から地方税法第３１４条の２第２項の規定

による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」と

いう。）に，次条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

額），同法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所

得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項

若しくは第１５項の規定の適用がある場合には，その適用後の金額），同法

附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附

則第３５条の４の２第７項の規定の適用がある場合には，その適用後の金

額），外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関

する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項

及び第１６条第２項において準用する場合を含む。第１６条第１項第１号に

おいて同じ。）に規定する特例適用利子等の額，同法第８条第４項（同法第

１２条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含む。同号におい

て同じ。）に規定する特例適用配当等の額，租税条約等の実施に伴う所得税

法，法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。

第１６条において「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１

０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適用

配当等の額をいう。以下この条において同じ。）の合計額から地方税法第３

１４条の２第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額の合計額（以下「基礎控

除後の総所得金額等」という。）に，次条の所得割の保険料率を乗じて算定

する。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

附 則 

１ この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の豊中市国民健康保険条例第１０条第１項の規定は，令和３年度以後の年度分の保険料について適用し，令和２年度分までの保険料に

ついては，なお従前の例による。 
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市議案第２６号  

令和３年度分の国民健康保険料の料率の特例に関

する条例の設定について  

 令 和３年度分の国民健康保険料の料率の特例に関する条例を

次のように設定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出          

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 令 和３年度分の国民健康保険料の基礎賦課額，後期高齢者支

援金等賦課額及び介護納付金賦課額の料率の特例を定める ため，

提案するものである。  
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豊中市条例第   号  

令和３年度分の国民健康保険料の料率の特例に関

する条例  

豊中市国民健康保険条例（昭和３５年豊中市条例第２号）第

１１条第１項，第１１条の５の５第１項及び第１１条の９第１

項の規定にかかわらず，令和３年度分の国民健康保険料の料率

は，次のとおりとする。  

(１ ) 基礎賦課額の保険料率  

所得割  １００分の８．２９  

被保険者均等割  ２８，３１６円  

世帯別平等割  

特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯        

２７，６３４円  

特定世帯  １３，８１７円  

特定継続世帯  ２０，７２６円  

(２ ) 後期高齢者支援金等賦課額の保険料率  

所得割  １００分の２．４９  

被保険者均等割  ８，９０９円  

世帯別平等割  

特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯        

８，２０３円  

特定世帯  ４，１０２円  

特定継続世帯  ６，１５３円  

(３ ) 介護納付金賦課額の保険料率  

所得割  １００分の２．２６  

被保険者均等割  １６，２４８円  

附  則  

この条例は，令和３年４月１日から施行する。  
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市議案第２７号  

豊中市屋外広告物条例の一部を改正する条例の設

定について  

 豊 中市屋外広告物条例の一部を改正する条例を次のように設

定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出        

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹   

内  繁  樹   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

広告物等の許可等に係る手続の見直しに伴い，変更を伴わな

い継続の許可等に係る事前の協議等を不要とするため，提案す

るものである。  
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豊中市条例第  号 

豊中市屋外広告物条例の一部を改正する条例 

豊中市屋外広告物条例（平成２３年豊中市条例第５２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（事前の協議等） （事前の協議等） 

第１２条 広告物を表示し，又は掲出物件を設置しようとする者は，市規則で

定めるところにより，当該表示し，又は設置しようとする広告物又は掲出物

件の内容について，市長と協議を行わなければならない。 

第１２条 広告物を表示し，又は掲出物件を設置しようとする者は，市規則で

定めるところにより，当該表示し，又は設置しようとする広告物又は掲出物

件の内容について，市長と協議を行わなければならない。ただし，市長が特

にその必要がないと認めるときは，この限りでない。 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

（許可） （許可） 

第１３条 （省 略） 第１３条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 前項の書面には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 ３ 前項の書面には，次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし，市

長が特に添付を要しないと認めるものについては，この限りでない。 

(１)～(４) （省 略） (１)～(４) （省 略） 

４～７ （省 略） ４～７ （省 略） 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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市議案第２８号  

豊中市法定外公共物管理条例の一部を改正する条  

例の設定について  

 豊 中市法定外公共物管理条例の一部を改正する条例を次のよ

うに設定するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出  

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

法 定 外 公 共 物 の 構 造 に 損 害 を 及 ぼ し て い る と 認 め ら れ る 放

置等物件等について市が除去することを可能とするとともに，

除去した放置等物件の保管その他の手続を定めるため，提案す

るものである。  
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豊中市条例第  号 

豊中市法定外公共物管理条例の一部を改正する条例 

豊中市法定外公共物管理条例（平成１６年豊中市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（占用料の還付） （占用料の還付） 

第１０条 既納の占用料は，還付しない。ただし，次の各号のいずれかに該当

するときは，その全部又は一部を還付することができる。 

第１０条 既納の占用料は，還付しない。ただし，次の各号のいずれかに該当

するときは，その全部又は一部を還付することができる。 

(１) 第１６条第２項の規定により占用許可を取り消したとき。 (１) 第１７条第２項の規定により占用許可を取り消したとき。 

(２)～(４) （省 略） (２)～(４) （省 略） 

（占用許可の失効） （占用許可の失効） 

第１４条 占用許可は，次の各号のいずれかに該当するときは，その効力を失

う。 

第１４条 占用許可は，次の各号のいずれかに該当するときは，その効力を失

う。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

(３) 第１８条の規定により法定外公共物の用途を廃止したとき。 (３) 第１９条の規定により法定外公共物の用途を廃止したとき。 

（原状回復） （原状回復） 

第１５条 占用者は，次の各号のいずれかに該当したときは，速やかに自己の

費用をもって法定外公共物を原状に回復しなければならない。ただし，市長

が原状に回復することが不適当であると認めるときは，この限りでない。 

第１５条 占用者は，次の各号のいずれかに該当したときは，速やかに自己の

費用をもって法定外公共物を原状に回復しなければならない。ただし，市長

が原状に回復することが不適当であると認めるときは，この限りでない。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

(３) 次条の規定により占用許可が取り消されたとき。 (３) 第１７条の規定により占用許可が取り消されたとき。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

 （放置等物件に対する措置） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第１６条 市長は，第３条第２号及び第３号の規定に違反して，法定外公共物

に放置され，又は設置された物件（以下「放置等物件」という。）が，法定

外公共物の構造に損害を及ぼし，若しくは交通に危険を及ぼし，又はそれら

のおそれがあると認められる場合であって，当該放置等物件の占有者，所有

者その他当該放置等物件について権原を有する者（以下「放置等物件の占有

者等」という。）の氏名及び住所を知ることができないため，これらの者に

対し，次条第１項の規定により必要な措置をとることを命じることができな

いときは，当該放置等物件を自ら除去し，又はその命じた者若しくは委任し

た者に除去させることができる。 

２ 市長は，前項の規定により放置等物件を除去し，又は除去させたときは，

当該放置等物件を保管するものとする。 

３ 市長は，前項の規定により放置等物件を保管したときは，当該放置等物件

の占有者等に対し当該放置等物件を返還するため，市規則で定めるところに

より，市規則で定める事項を公示しなければならない。 

（監督処分） （監督処分） 

第１６条 （省 略） 第１７条 （省 略） 

（損害賠償） （損害賠償） 

第１７条 （省 略） 第１８条 （省 略） 

（用途廃止） （用途廃止） 

第１８条 （省 略） 第１９条 （省 略） 

（立入調査） （立入調査） 

第１９条 （省 略） 第２０条 （省 略） 

（委任） （委任） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２０条 （省 略） 第２１条 （省 略） 

（過料） （過料） 

第２１条 次の各号のいずれかに該当する者は，５０，０００円以下の過料を

科する。 

第２２条 次の各号のいずれかに該当する者は，５０，０００円以下の過料を

科する。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

(４) 第１６条の規定による命令に違反した者 (４) 第１７条の規定による命令に違反した者 

２ （省 略） ２ （省 略） 

附 則 

この条例は，令和３年４月１日から施行する。 
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市議案第２９号  

豊中市都市公園条例の一部を改正する条例の設定

について  

 豊 中市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように設定

するものとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出         

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 サ イクルポートに係る占用料の限度額を定めるとともに，公

募により提案された額を勘案して使用料を定めることができる

公園施設の対象の拡大その他所要の規定を改正するため，提案

するものである。  
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豊中市条例第  号 

豊中市都市公園条例の一部を改正する条例 

豊中市都市公園条例（昭和３５年豊中市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（都市公園移動等円滑化基準） （都市公園移動等円滑化基準） 

第３条の５ 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１

８年法律第９１号）第１３条第１項の規定により条例で定める都市公園移動

等円滑化基準（同項に規定する都市公園移動等円滑化基準をいう。以下同

じ。）は，次に掲げる特定公園施設（同法第２条第１３号に規定する特定公

園施設をいう。以下同じ。）について，高齢者，障害者等の移動上及び施設

の利用上の利便性及び安全性に配慮して，市規則で定めるものとする。 

第３条の５ 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１

８年法律第９１号）第１３条第１項の規定により条例で定める都市公園移動

等円滑化基準（同項に規定する都市公園移動等円滑化基準をいう。以下同

じ。）は，次に掲げる特定公園施設（同法第２条第１５号に規定する特定公

園施設をいう。以下同じ。）について，高齢者，障害者等の移動上及び施設

の利用上の利便性及び安全性に配慮して，市規則で定めるものとする。 

(１)～(８) （省 略） (１)～(８) （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

別表第２ 公園施設の使用料 別表第２ 公園施設の使用料 

 表の部分 （省 略）  表の部分 （省 略） 

備考 

１ 自動販売機を設ける場合の使用料の額は，この表の規定にかかわら

ず，入札価格を勘案して市長が定める額とする。 

２ 自動車駐車場を管理する場合の使用料の額は，この表の規定にかかわ

らず，入札価格を勘案して市長が定める額とする。 

備考 公募により法第５条第１項の許可を受ける者に使用料の額を提案さ

せる場合は，この表の規定にかかわらず，当該提案に係る額を勘案して市

長が定める額とする。 

別表第３ 公園の占用料 別表第３ 公園の占用料 

種別 単位 期間 占用料 

（省 略） 
 

種別 単位 期間 占用料 

（省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 サイクルポート １平方メートル １年 ３，０００円 
 

備考 備考 

１・２ （省 略） １・２ （省 略） 

 ３ サイクルポートとは，都市再生特別措置法施行令（平成１４年政令第

１９０号）第１８条第１号に掲げる自転車駐車場で自転車を賃貸する事

業の用に供するものをいう。 

附 則 

 この条例は，令和３年４月１日から施行する。ただし，別表第３の改正規定は，公布の日から施行する。 
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市議案第３０号  

奨学基金条例の一部を改正する条例の設定につい  

て  

 奨 学基金条例の一部を改正する条例を次のように設定するも

のとする。  

 

  令和３年（２０２１年）２月２４日提出  

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

基金の額を改正するため，提案するものである。  
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豊中市条例第  号 

奨学基金条例の一部を改正する条例 

奨学基金条例（昭和４３年豊中市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２条 基金の額は，２７６，２０９，０００円とする。 第２条 基金の額は，２８９，０８２，０００円とする。 

附 則 

この条例は，令和３年３月３１日から施行する。 
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